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(57)【要約】
　エネルギ変換器を含む流体動力学的装置を制御する方
法を開示する。本方法は、流体動力学的装置に対してタ
ーゲット条件を設定する段階と、流体動力学的装置の実
際条件をモニタする段階と、ターゲット条件を実際条件
と比較して誤差信号を判断する段階と、深度変更プロト
コルを有する電力制御プロトコルを誤差信号に基づいて
起動して流体動力学的装置をターゲット条件に維持する
段階とを含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　エネルギ変換器を含む流体動力学的装置を制御する方法であって、
　流体動力学的装置に対してターゲット発電機出力レベルを設定する段階と、
　前記流体動力学的装置の実際発電機出力レベルをモニタする段階と、
　前記ターゲット発電機出力レベルを前記実際発電機出力レベルと比較して誤差信号を判
断する段階と、
　前記流体動力学的装置を前記ターゲット発電機出力レベルに維持するために該流体動力
学的装置の深度を前記誤差信号に基づいて調節する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記流体動力学的装置の深度を調節する前記段階は、
　深度変更プロトコルを有する電力制御プロトコルを起動する段階、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記流体動力学的装置の前記深度を調節する前記段階は、前記誤差信号に基づいて該流
体動力学的装置の重量、揚力、又は抗力のうちの１つを変更する段階を含むことを特徴と
する請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記誤差信号がゼロ又はほぼゼロである時に、
　流れ外乱を最小にするために等しい量で揚力を重量と交換する段階、
　を更に含むことを特徴とする請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　垂直水柱内で最も頻繁に発生する単一自由流線流速に基づいて回転翼サイズを判断する
段階、
　を更に含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記垂直水柱内で最も頻繁に発生する前記単一自由流線流速に基づいて回転翼掃引面積
を調節する段階、
　を更に含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　複数のパラメータをモニタする段階と、
　前記複数のパラメータの各々を該複数のパラメータの各々に対して確立された事前設定
限界と比較する段階と、
　前記複数のパラメータの１つ又はそれよりも多くが、該複数のパラメータの該１つ又は
それよりも多くに対して確立された前記事前設定限界を超えた時に障害条件を起動する段
階と、
　を更に含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記障害条件は、
　前記複数のパラメータの前記１つ又はそれよりも多くがそれぞれの前記事前設定限界に
等しいか又はそれ未満になるまで前記エネルギ変換器を流体の流れから外す段階、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記複数のパラメータは、
　水柱内内の自由流線流速、
　前記水柱内の前記流体動力学的装置の実際深度、
　係留索張力、
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　衝突の危険を生じる場合がある海洋生物の存在、
　潜在的に破壊的な気象イベントの通過、
　実際実時間発電機電力出力レベル、又は
　電力調整係数、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項７に記載の方法。
【請求項１０】
　前記流体動力学的装置は、各々がエネルギ変換器を有する流体動力学的装置のアレイに
配備され、方法が、
　実際発電機電力出力レベル測定値信号を基地局に送信する段階と、
　個々の電力調整係数を前記基地局から受信する段階と、
　を更に含む、
　ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　前記実際発電機電力出力レベルは、流体動力学的装置の前記アレイ内の前記流体動力学
的装置のうちの別のものから受信される別の実際発電機電力出力レベルと前記基地局にお
いて統合されることを特徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記個々の電力調整係数は、流体動力学的装置の前記アレイ内の前記流体動力学的装置
の全てに対するターゲット統合電力出力レベルと、流体動力学的装置の該アレイ内の該流
体動力学的装置の全てに対する実際統合電力出力レベルとに基づいて発生されることを特
徴とする請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　前記流体動力学的装置は、流体動力学的装置のアレイに配備され、方法が、
　基地局から個々の電力調整係数を受信する段階、
　を更に含み、
　前記流体動力学的装置の前記深度は、前記個々の電力調整係数に基づいて更に調節され
る、
　ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　エネルギ変換器を含む流体動力学的装置を作動させる方法であって、
　エネルギ変換器が流体の流れに係合するか又はそこから外れる量を徐々に増大又は低減
する段階と、
　前記流体動力学的装置が所定の条件を取得又は維持するように該流体動力学的装置の重
量、揚力、又は抗力のうちの少なくとも１つを徐々に変化させる段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１５】
　前記所定の条件は、
　実質的にゼロである統合垂直力平衡、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項１６】
　前記所定の条件は、
　実質的にゼロである統合抗力平衡、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項１７】
　前記所定の条件は、
　自由流線流速に対応する深度、
　を含む、



(4) JP 2012-532267 A 2012.12.13

10

20

30

40

50

　ことを特徴とする請求項１４に記載の方法。
【請求項１８】
　各流体動力学的装置がエネルギ変換器を含む流体動力学的装置のアレイを制御する方法
であって、
　流体動力学的装置のアレイに対してターゲット統合電力レベルを設定する段階と、
　流体動力学的装置の前記アレイの実際統合電力出力レベルをモニタする段階と、
　前記ターゲット統合電力レベルと前記実際統合電力出力レベルを比較して誤差信号を判
断する段階と、
　流体動力学的装置の前記アレイ内の前記流体動力学的装置の１つ又はそれよりも多くに
対して電力調整係数を割り当てる段階と、
　前記誤差信号に基づいて前記１つ又はそれよりも多くの流体動力学的装置の深度を調節
し、流体動力学的装置の前記アレイを前記ターゲット統合電力レベルに維持する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項１９】
　前記１つ又はそれよりも多くの流体動力学的装置の深度を調節する前記段階は、
　深度変更プロトコルを有する電力制御プロトコルを起動する段階、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項１８に記載の方法。
【請求項２０】
　前記流体動力学的装置が指定電力出力レベルを取得又は維持するように、流体動力学的
装置の前記アレイ内の該流体動力学的装置の少なくとも１つの重量、揚力、又は抗力のう
ちの少なくとも１つを徐々に変化させる段階、
　を更に含むことを特徴とする請求項１８に記載の方法。
【請求項２１】
　前記指定電力出力レベルは、
　定格電力と前記電力調整係数との積、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　前記指定電力出力レベルは、実時間で基地局に通信されることを特徴とする請求項２０
に記載の方法。
【請求項２３】
　流体動力学的装置を制御するためのシステムであって、
　（ｉ）流体動力学的装置に対してターゲット条件を設定し、（ｉｉ）該流体動力学的装
置の実際条件をモニタし、（ｉｉｉ）該ターゲット条件を該実際条件と比較して誤差信号
を判断し、かつ（ｉｖ）該流体動力学的装置の深度を該誤差信号に基づいて調節するよう
に構成された搭載コントローラと、
　水流からの運動エネルギを利用するように構成されたエネルギ変換器と、
　前記流体動力学的装置を前記ターゲット条件に維持するように構成された可変エフェク
タと、
　を含むことを特徴とするシステム。
【請求項２４】
　前記可変エフェクタは、
　前記流体動力学的装置の重量を調節するように構成された可変重量エフェクタ、
　前記流体動力学的装置の揚力を調節するように構成された可変揚力エフェクタ、
　前記流体動力学的装置の抗力を調節するように構成された可変抗力エフェクタ、又は
　前記運動エネルギが前記エネルギ変換器によって利用される率を調節するように構成さ
れたエネルギ変換器変化エフェクタ、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項２３に記載のシステム。
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【請求項２５】
　前記ターゲット条件は、ターゲット発電機電力出力レベルを含み、
　前記実際条件は、実際発電機電力出力レベルを含む、
　ことを特徴とする請求項２３に記載のシステム。
【請求項２６】
　前記ターゲット条件は、ターゲット自由流線流速を含み、
　前記実際条件は、実際自由流線流速を含む、
　ことを特徴とする請求項２３に記載のシステム。
【請求項２７】
　前記搭載コントローラは、（ｉｖ）複数のパラメータをモニタし、（ｖ）該複数のパラ
メータの各々を該複数のパラメータの各々に対して確立された事前設定限界と比較し、か
つ（ｖｉ）該複数のパラメータの１つ又はそれよりも多くが該複数のパラメータの該１つ
又はそれよりも多くに対して設定された該事前設定限界を超えた時に障害条件を起動する
ように更に構成されることを特徴とする請求項２３に記載のシステム。
【請求項２８】
　前記障害条件は、
　前記複数のパラメータの前記１つ又はそれよりも多くがそれぞれの前記事前設定限界に
等しいか又はそれ未満になるまで前記エネルギ変換器を流体の流れから外す段階、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項２７に記載のシステム。
【請求項２９】
　前記複数のパラメータは、
　水柱内の自由流線流速、
　前記水柱内の前記流体動力学的装置の実際深度、
　係留索内の係留索張力、
　衝突の危険を生じる場合がある海洋生物の存在、
　潜在的に破壊的な気象イベントの通過、
　実際電力出力レベル、又は
　電力調整係数、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項２７に記載のシステム。
【請求項３０】
　前記流体動力学的装置は、各々がエネルギ変換器を有する流体動力学的装置のアレイに
配備され、システムが、
　前記実際発電機電力出力レベルを基地局に送信し、かつ個々の電力調整係数を該基地局
から受信するように構成された搭載通信器、
　を更に含む、
　ことを特徴とする請求項２５に記載のシステム。
【請求項３１】
　前記実際発電機電力出力レベルは、流体動力学的装置の前記アレイ内の前記流体動力学
的装置のうちの別のものから受信される別の実際発電機電力出力レベルと前記基地局にお
いて統合されることを特徴とする請求項３０に記載のシステム。
【請求項３２】
　前記個々の電力調整係数は、流体動力学的装置の前記アレイ内の前記流体動力学的装置
の全てに対するターゲット統合電力出力レベルと、該流体動力学的装置アレイ内の該流体
動力学的装置の全てに対する実際統合電力出力レベルとに基づいて発生されることを特徴
とする請求項３０に記載のシステム。
【請求項３３】
　前記流体動力学的装置は、流体動力学的装置のアレイに配備され、システムが、
　個々の電力調整係数を基地局から受信するように構成された搭載通信器、



(6) JP 2012-532267 A 2012.12.13

10

20

30

40

50

　を更に含み、
　前記可変エフェクタは、前記個々の電力調整係数に基づいて制御される、
　ことを特徴とする請求項２３に記載のシステム。
【請求項３４】
　可変制御回転翼を含む流体動力学的装置を制御する方法であって、
　流体動力学的装置に対してターゲット条件を設定する段階と、
　前記流体動力学的装置の実際条件をモニタする段階と、
　前記ターゲット条件を前記実際条件と比較して誤差信号を判断する段階と、
　前記流体動力学的装置を前記ターゲット条件に維持するために該流体動力学的装置の深
度を前記誤差信号に基づいて調節する段階と、
　を含み、
　前記ターゲット条件は、ターゲット発電機電力出力レベル又はターゲット自由流線流速
を含み、
　前記実際条件は、実際発電機電力出力レベル又は実際自由流線流速を含む、
　ことを特徴とする方法。
【請求項３５】
　前記流体動力学的装置の深度を調節する前記段階は、
　深度変更プロトコルを有する電力制御プロトコルを起動する段階、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項３４に記載の方法。
【請求項３６】
　複数のパラメータをモニタする段階と、
　前記複数のパラメータの各々を該複数のパラメータの各々に対して確立された事前設定
限界と比較する段階と、
　前記複数のパラメータの１つ又はそれよりも多くが該複数のパラメータの該１つ又はそ
れよりも多くに対して確立された前記事前設定限界を超えた時に障害条件を起動する段階
と、
　を更に含むことを特徴とする請求項３４に記載の方法。
【請求項３７】
　前記障害条件は、
　前記複数のパラメータの前記１つ又はそれよりも多くがそれぞれの前記事前設定限界に
等しいか又はそれ未満になるまで前記エネルギ変換器を流体の流れから外す段階、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項３６に記載の方法。
【請求項３８】
　前記複数のパラメータは、
　水柱内の自由流線流速、
　前記水柱内の前記流体動力学的装置の実際深度、
　係留索の係留索張力、
　衝突の危険を生じる場合がある海洋生物の存在、
　潜在的に破壊的な気象イベントの通過、
　実際発電機電力出力レベル、又は
　電力調整係数、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項３６に記載の方法。
【請求項３９】
　前記流体動力学的装置は、流体動力学的装置のアレイに配備され、方法が、
　実際発電機電力出力レベル測定値信号を基地局に送信する段階と、
　個々の電力調整係数を前記基地局から受信する段階と、
　を更に含む、
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　ことを特徴とする請求項３４に記載の方法。
【請求項４０】
　前記実際発電機電力出力レベルは、流体動力学的装置の前記アレイ内の前記流体動力学
的装置のうちの別のものから受信される別の実際発電機電力出力レベルと前記基地局にお
いて統合され、又は
　前記個々の電力調整係数は、流体動力学的装置の前記アレイ内の前記流体動力学的装置
の全てに対するターゲット統合電力出力レベルと、流体動力学的装置の該アレイ内の該流
体動力学的装置の全てに対する実際統合電力出力レベルとに基づいて発生される、
　ことを特徴とする請求項３９に記載の方法。
【請求項４１】
　前記流体動力学的装置は、流体動力学的装置のアレイに配備され、方法が、
　基地局から個々の電力調整係数を受信する段階、
　を更に含み、
　前記流体動力学的装置の前記深度を調節する前記段階は、前記個々の電力調整係数に更
に基づく、
　ことを特徴とする請求項３４に記載の方法。
【請求項４２】
　水流からの運動エネルギを利用して電気エネルギを発生させる発電装置であって、
　運動エネルギを利用するように構成されたエネルギ変換器と、
　前記エネルギ変換器に結合された発電機と、
　装置の重量、揚力、又は抗力のうちの少なくとも１つに作用するように構成された可変
エフェクタと、
　前記発電機の実際発電機電力出力レベルを検出するように構成された電力出力センサと
、
　前記実際発電機電力出力レベルとターゲット発電機電力出力レベルとの差に基づいて装
置の作動深度を調節するために装置の前記重量、前記揚力、又は前記抗力のうちの少なく
とも１つを変化させるように前記可変エフェクタを制御するようになった搭載コントロー
ラと、
　を含むことを特徴とする装置。
【請求項４３】
　エネルギ変換器を含む流体動力学的装置を制御する方法であって、
　流体動力学的装置に対してターゲット自由流線流速を設定する段階と、
　実際自由流線流速をモニタする段階と、
　前記ターゲット自由流線流速を前記実際自由流線流速と比較して誤差信号を判断する段
階と、
　前記流体動力学的装置の深度を前記誤差信号に基づいて調節し、該流体動力学的装置を
前記ターゲット自由流線流速に維持する段階と、
　を含むことを特徴とする方法。
【請求項４４】
　前記流体動力学的装置の深度を調節する前記段階は、
　深度変更プロトコルを有する電力制御プロトコルを起動する段階、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項４３に記載の方法。
【請求項４５】
　前記流体動力学的装置の前記深度を調節する前記段階は、前記誤差信号に基づいて該流
体動力学的装置の重量、揚力、又は抗力のうちの１つを変更する段階を含むことを特徴と
する請求項４３に記載の方法。
【請求項４６】
　前記誤差信号がゼロ又はほぼゼロである時に、
　流れ外乱を最小にするために等しい量で揚力を重量と交換する段階、
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　を更に含むことを特徴とする請求項４５に記載の方法。
【請求項４７】
　前記エネルギ変換器は、可変制御回転翼を含むことを特徴とする請求項４３に記載の方
法。
【請求項４８】
　垂直水柱内で最も頻繁に発生する単一自由流線流速に基づいて回転翼サイズを判断する
段階、又は
　前記垂直水柱内で最も頻繁に発生する前記単一自由流線流速に基づいて回転翼掃引面積
を調節する段階、
　を更に含むことを特徴とする請求項４３に記載の方法。
【請求項４９】
　複数のパラメータをモニタする段階と、
　前記複数のパラメータの各々を該複数のパラメータの各々に対して確立された事前設定
限界と比較する段階と、
　前記複数のパラメータの１つ又はそれよりも多くが該複数のパラメータの該１つ又はそ
れよりも多くに対して確立された前記事前設定限界を超えた時に障害条件を起動する段階
と、
　を更に含むことを特徴とする請求項４３に記載の方法。
【請求項５０】
　前記障害条件は、
　前記複数のパラメータの前記１つ又はそれよりも多くがそれぞれの前記事前設定限界に
等しいか又はそれ未満になるまで前記エネルギ変換器を流体の流れから外す段階、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項４９に記載の方法。
【請求項５１】
　前記複数のパラメータは、
　水柱内の自由流線流速、
　前記水柱内の前記流体動力学的装置の実際深度、
　係留索張力、
　衝突の危険を生じる場合がある海洋生物の存在、
　潜在的に破壊的な気象イベントの通過、
　実際実時間発電機電力出力レベル、又は
　電力調整係数、
　を含む、
　ことを特徴とする請求項４９に記載の方法。
【請求項５２】
　前記流体動力学的装置は、各々がエネルギ変換器を有する流体動力学的装置のアレイに
配備され、方法が、
　実際発電機電力出力レベル測定値信号を基地局に送信する段階と、
　個々の電力調整係数を前記基地局から受信する段階と、
　を更に含む、
　ことを特徴とする請求項４３に記載の方法。
【請求項５３】
　前記実際発電機電力出力レベルは、流体動力学的装置の前記アレイ内の前記流体動力学
的装置のうちの別のものから受信される別の実際発電機電力出力レベルと前記基地局にお
いて統合されることを特徴とする請求項５２に記載の方法。
【請求項５４】
　前記個々の電力調整係数は、流体動力学的装置の前記アレイ内の前記流体動力学的装置
の全てに対するターゲット統合電力出力レベルと、流体動力学的装置の該アレイ内の該流
体動力学的装置の全てに対する実際統合電力出力レベルとに基づいて発生されることを特
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徴とする請求項５２に記載の方法。
【請求項５５】
　前記流体動力学的装置は、流体動力学的装置のアレイに配備され、方法が、
　基地局から個々の電力調整係数を受信する段階、
　を更に含み、
　前記流体動力学的装置の前記深度は、前記個々の電力調整係数に基づいて更に調節され
る、
　ことを特徴とする請求項４３に記載の方法。
【請求項５６】
　前記エネルギ変換器は、可変制御回転翼であることを特徴とする請求項１に記載の方法
。
【請求項５７】
　前記エネルギ変換器は、可変制御回転翼であることを特徴とする請求項４３に記載の方
法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
〔関連出願への相互参照〕
　本出願は、全てが引用によって本明細書に組み込まれる２００９年６月３０日出願の「
海流タービン及び流体動力学的電力発生器具、並びに関連の方法、それに伴う係留及びヨ
ー構成、巻き上げ回転翼深度制御、並びにこれらと共に使用するための係留ハーネス（Ｏ
ＣＥＡＮ　ＣＵＲＲＥＮＴ　ＴＵＲＢＩＮＥ　ＡＮＤ　ＨＹＤＲＯＫＩＮＥＴＩＣ　ＰＯ
ＷＥＲ　ＧＥＮＥＲＡＴＩＯＮ　ＡＰＰＡＲＡＴＵＳＥＳ　ＡＮＤ　ＲＥＬＡＴＥＤ　Ｍ
ＥＴＨＯＤＳ，ＡＬＯＮＧ　ＷＩＴＨ　ＭＯＯＲＩＮＧ　＆　ＹＡＷ　ＡＲＲＡＮＧＥＭ
ＥＮＴＳ，ＦＵＲＬＩＮＧ　ＲＯＴＯＲ　ＤＥＰＴＨ　ＣＯＮＴＲＯＬ，ＡＮＤ　ＭＯＯ
ＲＩＮＧ　ＨＡＲＮＥＳＳＥＳ　ＦＯＲ　ＵＳＥ　ＴＨＥＲＥＷＩＴＨ）」という名称の
米国特許仮出願第６１／２２１，６７６号明細書からの優先権及びその恩典を請求するも
のである。同じく本出願は、全てが引用によって本明細書に組み込まれる２００９年８月
２４日出願の「搭載可変ピッチ制御回転翼ハブ、エネルギ出力を最大化し、海流タービン
の作動深度を制御する方法、及び可変深度水中翼スレッド（ＳＥＬＦ－ＣＯＮＴＡＩＮＥ
Ｄ　ＶＡＲＩＡＢＬＥ　ＰＩＴＣＨ　ＣＯＮＴＲＯＬ　ＲＯＴＯＲ　ＨＵＢ；　ＭＥＴＨ
ＯＤ　ＯＦ　ＭＡＸＩＭＩＺＩＮＧ　ＥＮＥＲＧＹ　ＯＵＴＰＵＴ　ＡＮＤ　ＣＯＮＴＲ
ＯＬＬＩＮＧ　ＯＰＥＲＡＴＩＮＧ　ＤＥＰＴＨ　ＯＦ　ＡＮ　ＯＣＥＡＮ　ＣＵＲＲＥ
ＮＴ　ＴＵＲＢＩＮＥ；　ＡＮＤ　ＶＡＲＩＡＢＬＥ　ＤＥＰＴＨ　ＨＹＤＲＯＰＬＡＮ
Ｅ　ＳＬＥＤ）」という名称の米国特許仮出願第６１／２３６，２２２号明細書からの優
先権及びその恩典を請求するものである。更に、本出願は、全てが引用によって本明細書
に組み込まれる２０１０年４月２８日出願の「浸水錨泊システム及び配備、位置決め、及
び回収の方法（ＦＬＯＯＤＥＤ　ＡＮＣＨＯＲＩＮＧ　ＳＹＳＴＥＭ　ＡＮＤ　ＭＥＴＨ
ＯＤ　ＯＦ　ＤＥＰＬＯＹＭＥＮＴ，ＰＯＳＩＴＩＯＮＩＮＧ　ＡＮＤ　ＲＥＣＯＶＥＲ
Ｙ）」という名称の米国特許仮出願第６１／３２８，８８４号明細書からの優先権及びそ
の恩典を請求するものである。
【０００２】
　本発明の開示は、流体流れの運動エネルギから電力を発生させる方法、システム、及び
装置に関する。より具体的には、本発明の開示は、流体動力学的装置のアレイを含む流体
動力学的装置からの電力出力を制御、調整、及び最大にする方法、システム、及び装置に
関する。
【背景技術】
【０００３】
　流れる海流の運動エネルギは、清浄な再生可能エネルギの重要な供給源を代表するもの
である。世界の海洋を構成する水は、絶えず運動状態にあり、多くの位置において、１．
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０メートル毎秒（ｍ／ｓ）を過える速度を有する反復性の安定した高速で移動する海流が
存在する。海流の例は、メキシコ湾流、フンボルト海流、黒潮、及びアガラス海流などを
含む。これらの海流は、海洋の熱及び塩度の勾配、コリオリの力、及び他の海洋熱移動機
構にその発生源を有する。
【０００４】
　これらの海流は、主に３００メートルを過える海底深度を有する大陸棚地域に位置する
「海洋内の川」を代表するものである。そのような深度は、海底に固定された上流の錨に
索又はテザーを用いて流体動力学的装置を係留することを必要とする。これらの海流は、
逆速度剪断プロフィールを提供する傾向を有する。すなわち、海流速度は、より深く進む
時に速度においてほぼ線形関係で低下する。この自由流線の海流の流れ挙動は、定格速度
が発生する作動深度に流体動力学的装置を能動的に位置決めし、それによって取り付けら
れた発電機によって定格電力を出力するのを容易にすることによってエネルギ出力を制御
、調整、及び最大にする機会を提供する。
【０００５】
　一般的に海流流体動力学的装置は、特定の深度に配備され、可変速度調節によってその
深度に維持される。米国特許第６，０９１，１６１号明細書は、係留された海流駆動ター
ビン装置の作動深度を制御する方法を開示している。この装置は、規定の最大深度と規定
の最小深度の間の途中、好ましくは、２つの規定深度の間の中点に保持される。定深度方
式を使用する結果として、装置は、電力低減及び電力放棄が要求されるタービンの定格速
度を超える速度、又は発電機が部分的な電力しか出力することができない定格速度よりも
小さい速度を含む指定深度範囲で発生するいかなる自由流線海流速度においても作動すべ
きである。この特許は、例えば、増大した海流速度に応じて、装置が、同じ深度に留まる
ために浮力及び／又は流体力学的揚力を増大させることになり、それによってより深い深
度に牽引されることを回避することを開示している。
【０００６】
　米国特許第７，２９１，９３６号明細書は、完全に潜水可能な発電プラント装置を開示
している。開示されている装置は、米国特許第６，０９１，１６１号明細書に開示されて
いるものと同様に、定深度可変速度法を用いている。第７，２９１，９３６号特許に開示
している方法は、増大する海流速度に応じて、装置全体とそれに取り付けられた水中翼と
をより大きい迎角に設定することによって装置の流体力学的揚力を増大させ、それによっ
て装置を同じ深度に保つより強い流体力学的揚力を発生させてより深く牽引されるのを回
避することを必要とする。
【０００７】
　本発明の開示は、流れる海流の運動エネルギを利用して清浄な再生可能エネルギを供給
する流体動力学的装置、並びに発電を最大化及び／又は調整するために流体動力学的装置
の実質的に一定の速度及び可変深度調節を提供する方法、システム、及び装置を提供する
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】米国特許第６，０９１，１６１号明細書
【特許文献２】米国特許第７，２９１，９３６号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　流れる水流の運動エネルギを利用して清浄な再生可能エネルギを供給する方法、システ
ム、及び流体動力学的装置、並びに流体動力学的装置のピッチ、ロール、及び抗力を安定
化するためのシステム及び方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】



(11) JP 2012-532267 A 2012.12.13

10

20

30

40

50

　本発明の開示の態様により、エネルギ変換器を含む流体動力学的装置を制御する方法を
提供し、本方法は、流体動力学的装置におけるターゲット発電機出力レベルを設定する段
階と、流体動力学的装置の実際発電機出力レベルをモニタする段階と、ターゲット発電機
出力レベルを実際発電機出力レベルと比較して、誤差信号を判断する段階と、流体動力学
的装置の深度を誤差信号に基づいて調節して、流体動力学的装置をターゲット発電機出力
レベルに維持する段階とを含むる。流体動力学的装置の深度を調節する段階は、深度変更
プロトコルを有する電力制御プロトコルを起動する段階、及び／又は誤差信号に基づいて
流体動力学的装置の重量、揚力、又は抗力のうちの１つを変更する段階を含むことができ
る。誤差信号がゼロ又はほぼゼロである時には、本方法は、流れ外乱を最小にするために
、等しい量で揚力を重量と交換する段階を更に含むことができる。エネルギ変換器は、可
変制御回転翼を含むことができる。
【００１１】
　流体動力学的装置は、各々がエネルギ変換器を有する流体動力学的装置のアレイに配備
することができる。本方法は、実際発電機電力出力レベル測定値信号を基地局に送信する
段階と、個々の電力調整係数を基地局から受信する段階とを更に含むことができる。実際
発電機電力出力レベルは、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置のうちの別のも
のから受信される別の実際発電機電力出力レベルと基地局において統合することができる
。個々の電力調整係数は、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置の全てに対する
ターゲット統合電力出力レベルと、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置の全て
に対する実際統合電力出力レベルとに基づいて生成することができる。本方法は、基地局
から個々の電力調整係数を受信する段階を更に含むことができ、流体動力学的装置の深度
は、個々の電力調整係数に基づいて更に調節される。
【００１２】
　本方法は、垂直水柱内で最も頻繁に発生する単一の自由流線海流速度に基づいて回転翼
サイズを判断する段階、又は垂直水柱内で最も頻繁に発生する単一の自由流線海流速度に
基づいて回転翼掃引面積を調節する段階を更に含むことができる。
【００１３】
　本方法は、複数のパラメータをモニタする段階と、複数のパラメータの各々をこれらの
複数のパラメータの各々に対して確立された事前設定限界と比較する段階と、複数のパラ
メータのうちの１つ又はそれよりも多くが、複数のパラメータのうちのこれらの１つ又は
それよりも多くに対して確立された事前設定限界を超えた時に、障害条件を起動する段階
とを更に含むことができる。障害条件は、複数のパラメータのうちの上述の１つ又はそれ
よりも多くがそれぞれの事前設定限界に等しいか又はそれ未満になるまでエネルギ変換器
を流体の流れから外す段階を含むことができる。複数のパラメータは、水柱内での自由流
線海流速度、水柱内での流体動力学的装置の実際深度、係留索張力、衝突の危険を生じる
場合がある海洋生物の存在、潜在的に破壊的な気象イベントの通過、実際実時間発電機電
力出力レベル、又は電力調整係数を含むことができる。
【００１４】
　本発明の開示の更に別の態様により、エネルギ変換器を含む流体動力学的装置を作動さ
せる方法を提供する。本方法は、エネルギ変換器が流体の流れに係合するか又は流れから
外れる量を徐々に増大又は低減する段階と、流体動力学的装置が所定の条件を取得又は維
持するように流体動力学的装置の重量、揚力、又は抗力のうちの少なくとも１つを徐々に
変化させる段階とを含む。所定の条件は、実質的にゼロである統合垂直力平衡、実質的に
ゼロである統合抗力平衡、又は自由流線海流速度に対応する深度を含むことができる。
【００１５】
　本発明の開示の更に別の態様により、各々がエネルギ変換器を含む流体動力学的装置の
アレイを制御する方法を提供する。本方法は、流体動力学的装置アレイに対してターゲッ
ト統合電力レベルを設定する段階と、流体動力学的装置アレイの実際統合電力出力レベル
をモニタする段階と、ターゲット統合電力レベルと実際統合電力出力レベルとを比較して
誤差信号を判断する段階と、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置のうちの１つ
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又はそれよりも多くに対して電力調整係数を割り当てる段階と、誤差信号に基づいて１つ
又はそれよりも多くの流体動力学的装置の深度を調節して、流体動力学的装置アレイをタ
ーゲット統合電力レベルに維持する段階とを含む。１つ又はそれよりも多くの流体動力学
的装置の深度を調節する段階は、深度変更プロトコルを有する電力制御プロトコルを起動
する段階を含むことができる。
【００１６】
　本方法は、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置の少なくとも１つが指定電力
出力レベルを取得又は維持するように流体動力学的装置の重量、揚力、又は抗力のうちの
少なくとも１つを徐々に変化させる段階を更に含むことができる。指定電力出力レベルは
、定格電力と電力調整係数との積を含む。指定電力出力レベルは、実時間で基地局に通信
することができる。
【００１７】
　本発明の開示の更に別の態様により、流体動力学的装置を制御するためのシステムを提
供する。システムは、（ｉ）流体動力学的装置に対してターゲット条件を設定し、（ｉｉ
）流体動力学的装置の実際条件をモニタし、（ｉｉｉ）ターゲット条件を実際条件と比較
して誤差信号を判断し、（ｉｖ）流体動力学的装置の深度を誤差信号に基づいて調節する
ように構成された搭載コントローラと、水流からの運動エネルギを利用するように構成さ
れたエネルギ変換器と、流体動力学的装置をターゲット条件に維持するように構成された
可変エフェクタとを含む。可変エフェクタは、流体動力学的装置の重量を調節するように
構成された可変重量エフェクタ、流体動力学的装置の揚力を調節するように構成された可
変揚力エフェクタ、流体動力学的装置の抗力を調節するように構成された可変抗力エフェ
クタ、又は運動エネルギがエネルギ変換器によって利用される率を調節するように構成さ
れたエネルギ変換器変化エフェクタを含むことができる。ターゲット条件は、ターゲット
発電機電力出力レベルを含むことができ、実際条件は、実際発電機電力出力レベルを含む
ことができる。ターゲット条件は、ターゲット自由流線流速を含むことができ、実際条件
は、実際自由流線流速を含むことができる。搭載コントローラは、（ｉｖ）複数のパラメ
ータをモニタし、（ｖ）これらの複数のパラメータの各々を複数のパラメータの各々に対
して確立された事前設定限界と比較し、（ｖｉ）複数のパラメータのうちの１つ又はそれ
よりも多くが、複数のパラメータのうちのこれらの１つ又はそれよりも多くに対して確立
された事前設定限界を超えた時に障害条件を起動するように更に構成することができる。
障害条件は、複数のパラメータのうちの上述の１つ又はそれよりも多くがそれぞれの事前
設定限界と等しくなるか又はそれ未満になるまでエネルギ変換器を流体の流れから外す段
階を含むことができる。複数のパラメータは、水柱内の自由流線流速、水柱内での流体動
力学的装置の実際深度、係留索内の係留索張力、衝突の危険を生じる場合がある海洋生物
の存在、潜在的に破壊的な気象イベントの通過、実際電力出力レベル、又は電力調整係数
を含むことができる。
【００１８】
　このシステムでは、流体動力学的装置を各々がエネルギ変換器を有する流体動力学的装
置のアレイに配備することができる。システムは、実際発電機電力出力レベルを基地局に
送信し、個々の電力調整係数を基地局から受信するように構成された搭載通信器を更に含
むことができる。実際発電機電力出力レベルは、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学
的装置のうちの別のものから受信される別の実際発電機電力出力レベルと基地局において
統合することができる。個々の電力調整係数は、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学
的装置の全てに対するターゲット統合電力出力レベルと、流体動力学的装置アレイ内の流
体動力学的装置の全てに対する実際統合電力出力レベルとに基づいて生成することができ
る。
【００１９】
　システムは、個々の電力調整係数を基地局から受信するように構成された搭載通信器を
更に含むことができ、可変エフェクタは、個々の電力調整係数に基づいて制御される。
【００２０】
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　本発明の開示の更に別の態様により、可変制御回転翼を含む流体動力学的装置を制御す
る方法を提供する。本方法は、流体動力学的装置に対してターゲット条件を設定する段階
と、流体動力学的装置の実際条件をモニタする段階と、ターゲット条件を実際条件と比較
して誤差信号を判断する段階と、流体動力学的装置の深度を誤差信号に基づいて調節して
、流体動力学的装置をターゲット条件に維持する段階とを含み、ターゲット条件は、ター
ゲット発電機電力出力レベル又はターゲット自由流線流速を含み、実際条件は、実際発電
機電力出力レベル又は実際自由流線流速を含む。流体動力学的装置の深度を調節する段階
は、深度変更プロトコルを有する電力制御プロトコルを起動する段階を含むことができる
。
【００２１】
　本方法は、複数のパラメータをモニタする段階と、複数のパラメータの各々をこれらの
複数のパラメータの各々に対して確立された事前設定限界と比較する段階と、複数のパラ
メータのうちの１つ又はそれよりも多くが、複数のパラメータのうちのこれらの１つ又は
それよりも多くに対して確立された事前設定限界を超えた時に障害条件を起動する段階と
を更に含むことができる。障害条件は、複数のパラメータのうちの上述の１つ又はそれよ
りも多くがそれぞれの事前設定限界と等しくなるか又はそれ未満になるまでエネルギ変換
器を流体の流れから外す段階を含むことができる。複数のパラメータは、水柱内の自由流
線流速、水柱内での流体動力学的装置の実際深度、係留索の係留索張力、衝突の危険を生
じる場合がある海洋生物の存在、潜在的に破壊的な気象イベントの通過、実際発電機電力
出力レベル、又は電力調整係数を含むことができる。
【００２２】
　流体動力学的装置は、流体動力学的装置アレイに配備することができる。この点に関し
て、本方法は、実際発電機電力出力レベル測定値信号を基地局に送信する段階と、個々の
電力調整係数を基地局から受信する段階とを更に含むことができる。実際発電機電力出力
レベルは、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置のうちの別のものから受信され
る別の実際発電機電力出力レベルと基地局において統合することができる。個々の電力調
整係数は、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置の全てに対するターゲット統合
電力出力レベルと、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置の全てに対する実際統
合電力出力レベルとに基づいて生成することができる。本方法は、基地局から個々の電力
調整係数を受信する段階を更に含むことができ、流体動力学的装置の深度を調節する段階
は、個々の電力調整係数に更に基づいている。
【００２３】
　本発明の開示の更に別の態様により、水流からの運動エネルギを利用して電気エネルギ
を発生させる発電装置を提供する。装置は、運動エネルギを利用するように構成されたエ
ネルギ変換器と、エネルギ変換器に結合された発電機と、装置の重量、揚力、又は抗力の
うちの少なくとも１つに作用するように構成された可変エフェクタと、発電機の実際発電
機電力出力レベルを検出するように構成された電力出力センサと、実際発電機電力出力レ
ベルとターゲット発電機電力出力レベルとの差に基づいて装置の作動深度を調節するため
に装置の重量、揚力、又は抗力のうちの少なくとも１つを変更するように可変エフェクタ
を制御するようになった搭載コントローラとを含む。エネルギ変換器は、可変制御回転翼
を含むことができる。
【００２４】
　本発明の開示の更に別の態様により、エネルギ変換器を含む流体動力学的装置を制御す
る方法を提供する。本方法は、流体動力学的装置に対してターゲット自由流線流速を設定
する段階と、実際自由流線流速をモニタする段階と、ターゲット自由流線流速を実際自由
流線流速と比較して誤差信号を判断する段階と、流体動力学的装置の深度を誤差信号に基
づいて調節して、流体動力学的装置をターゲット自由流線流速に維持する段階とを含む。
流体動力学的装置の深度を調節する段階は、深度変更プロトコルを有する電力制御プロト
コルを起動する段階を含むことができる。流体動力学的装置の深度を調節する段階は、誤
差信号に基づいて流体動力学的装置の重量、揚力、又は抗力のうちの１つを変更する段階
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を含むことができる。誤差信号は、ゼロ又はほぼゼロとすることができ、この場合、本方
法は、流れ外乱を最小にするために、等しい量で揚力を重量と交換する段階を更に含むこ
とができる。エネルギ変換器は、可変制御回転翼を含むことができる。
【００２５】
　本方法は、垂直水柱内で最も頻繁に発生する単一自由流線流速に基づいて回転翼サイズ
を判断する段階、又は垂直水柱内で最も頻繁に発生する単一自由流線流速に基づいて回転
翼掃引面積を調節する段階を更に含むことができる。
【００２６】
　本方法は、複数のパラメータをモニタする段階と、複数のパラメータの各々をこれらの
複数のパラメータの各々に対して確立された事前設定限界と比較する段階と、複数のパラ
メータのうちの１つ又はそれよりも多くが、複数のパラメータのうちのこれらの１つ又は
それよりも多くに対して確立された事前設定限界を超えた時に障害条件を起動する段階と
を更に含むことができる。障害条件は、複数のパラメータのうちの上述の１つ又はそれよ
りも多くがそれぞれの事前設定限界と等しくなるか又はそれ未満になるまでエネルギ変換
器を流体の流れから外す段階を含むことができる。複数のパラメータは、水柱内の自由流
線流速、水柱内での流体動力学的装置の実際深度、係留索張力、衝突の危険を生じる場合
がある海洋生物の存在、潜在的に破壊的な気象イベントの通過、実際実時間発電機電力出
力レベル、又は電力調整係数を含むことができる。エネルギ変換器は、可変制御回転翼を
含むことができる。
【００２７】
　流体動力学的装置は、各々がエネルギ変換器を有する流体動力学的装置のアレイに配備
することができる。この場合、本方法は、実際発電機電力出力レベル測定値信号を基地局
に送信する段階と、個々の電力調整係数を基地局から受信する段階とを更に含むことがで
きる。実際発電機電力出力レベルは、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置のう
ちの別のものから受信される別の実際発電機電力出力レベルと基地局において統合するこ
とができる。個々の電力調整係数は、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的装置の全
てに対するターゲット統合電力出力レベルと、流体動力学的装置アレイ内の流体動力学的
装置の全てに対する実際統合電力出力レベルとに基づいて生成することができる。本方法
は、基地局から個々の電力調整係数を受信する段階を更に含むことができ、流体動力学的
装置の深度は、個々の電力調整係数に基づいて更に調節される。
【００２８】
　本発明の開示の付加的な特徴、利点、及び実施形態を示すことができ、又はこれらは、
以下に続く詳細説明及び図面の考察から明らかであろう。更に、本発明の開示の上述の要
約、以下に続く詳細説明及び図面の両方は例示的であり、本発明の開示の範囲を限定する
ことなくより詳しい説明を提供するように意図したものであることは理解されるものとす
る。
【００２９】
　本発明の開示のより一層の理解をもたらすために含められ、本明細書に組み込まれ、か
つその一部を構成する図面を含む添付物は、本発明の開示の実施形態を示し、詳細説明と
併せて本発明の開示の原理を説明するのに役立つものである。本発明の開示の基本的な理
解及び本発明の開示を実施することができる様々な手法に必要であると思われるものより
も詳細に本発明の開示の構造的詳細を示す試みは行っていない。
【００３０】
　以下に続く詳細説明において本発明の開示をより詳しく説明する。
【図面の簡単な説明】
【００３１】
【図１Ａ】水平軸可変ピッチ制御回転翼システムによって出力される電力の例を示す図で
ある。
【図１Ｂ】海流の自由流線流速の逆速度剪断プロフィールの例を示す図である。
【図１Ｃ】長期にわたって（何らかの）深度で自由流線流速が発生した可能性がある時間
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の百分率の例を示す図である。
【図２Ａ】流体動力学的装置の例の斜視図である。
【図２Ｂ】流体動力学的装置の例の側面図である。
【図２Ｃ】電力制御処理の例を示す図である。
【図２Ｄ】別の電力制御処理の例を示す図である。
【図３Ａ】平均速度で移動している海流内で定格速度で作動する図２Ｃの係留された流体
動力学的装置の例を示す図である。
【図３Ｂ】平均速度よりも高い速度で移動している海流内で定格速度で作動する図２Ｃの
係留された流体動力学的装置の例を示す図である。
【図３Ｃ】平均速度よりも低い速度で移動している海流内で定格速度で作動する図２Ｃの
係留された流体動力学的装置の例を示す図である。
【図４】係留された流体動力学的装置の作動を組み合わせた図式的要約の例を示す図であ
る。
【図５】ＴＨＯＲコントローラのパラメータ表現の例を示す図である。
【図６】海流ファームアレイに対して統合電力出力を制御するための処理の例を示す図で
ある。
【図７】海流ファームアレイに対して流体動力学的装置を制御するための処理の例を示す
図である。
【図８】流体動力学的装置を制御するための更に別の処理の例を示す図である。
【図９】流体動力学的装置の潜水を制御するための処理の例を示す図である。
【図１０】流体動力学的装置の浮上を制御するための処理の例を示す図である。
【図１１】回転翼を係合するための処理の例を示す図である。
【図１２】回転翼を外すための処理の例を示す図である。
【図１３】回転翼を実質的に休止状態に維持するための処理の例を示す図である。
【図１４】流速を判断するための処理の例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３２】
　添付図面に記載及び／又は例示し、以下の説明に詳述する非限定的な実施形態及び実施
例を参照して、本発明の開示の実施形態、並びにその様々な特徴及び利点の詳細をより完
全に説明する。当業者には認識されるであろうが、本明細書に明示的に述べない場合であ
っても、図面内に例示している特徴は必ずしも正確な縮尺で描かれておらず、一実施形態
の特徴は、他の実施形態に対して使用することができることに注意すべきである。本発明
の開示の実施形態を不要に不明瞭にすることのないように、公知の構成要素及び処理技術
を省略する場合がある。本明細書に使用する実施例は、本発明の開示を実施することがで
きる手法の理解を容易にし、更に開示の実施形態を当業者が実施すること可能にすること
のみを意図したものである。従って、本明細書の実施例及び実施形態は、本発明の開示の
範囲を限定するものと解釈すべきではなく、本発明の開示の範囲は、専ら特許請求の範囲
と準拠法とによって定められる。更に、類似の参照番号は、図面のいくつかの図を通して
類似の部分を表すことに注意されたい。
【００３３】
　本発明の開示に使用する「コンピュータ」は、例えば、制限なく、プロセッサ、マイク
ロプロセッサ、中央演算処理装置、汎用コンピュータ、スーパーコンピュータ、パーソナ
ルコンピュータ、ラップトップコンピュータ、パームトップコンピュータ、ノートブック
コンピュータ、デスクトップコンピュータ、ワークステーションコンピュータ、サーバな
ど、又はプロセッサ、マイクロプロセッサ、中央演算処理装置、汎用コンピュータ、スー
パーコンピュータ、パーソナルコンピュータ、ラップトップコンピュータ、パームトップ
コンピュータ、ノートブックコンピュータ、デスクトップコンピュータ、ワークステーシ
ョンコンピュータ、又はサーバなどのアレイのような１つ又はそれよりも多くの命令に従
ってデータを操作することができるいずれかのマシン、装置、回路、構成要素、又はモジ
ュール、又はマシン、装置、回路構成要素、又はモジュールなどのいずれかのシステムを
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意味する。更に、コンピュータは、通信リンクを通じて通信を行うように構成された電子
装置を含むことができる。電子装置は、例えば、移動電話、携帯情報端末（ＰＤＡ）、移
動コンピュータ、据え置きコンピュータ、スマート電話、移動局、又はユーザ機器などを
含むことができるが、これらに限定されない。
【００３４】
　本発明の開示に対して使用する「ネットワーク」は、２つ又はそれよりも多くの通信リ
ンクの配列を意味する。ネットワークは、例えば、インターネット、ローカルエリアネッ
トワーク（ＬＡＮ）、広域ネットワーク（ＷＡＮ）、メトロポリタンエリアネットワーク
（ＭＡＮ）、パーソナルエリアネットワーク（ＰＡＮ）、キャンパスエリアネットワーク
、企業エリアネットワーク、グローバルエリアネットワーク（ＧＡＮ）、広帯域エリアネ
ットワーク（ＢＡＮ）、又はこれらのいずれかの組合せなどを含むことができる。ネット
ワークは、無線及び／又は有線の通信媒体を通じてデータを通信するように構成すること
ができる。ネットワークは、例えば、ポイントツーポイント・トポロジー、バス・トポロ
ジー、線形バス・トポロジー、分散バス・トポロジー、スター・トポロジー、拡張スター
・トポロジー、分散スター・トポロジー、リング・トポロジー、メッシュ・トポロジー、
又はツリー・トポロジーなどを含むトポロジーのうちのいずれか１つ又はそれよりも多く
を含むことができる。
【００３５】
　本発明の開示に使用する「通信リンク」は、少なくとも２つの点の間でデータ又は情報
を伝達する有線媒体、無線媒体、及び／又は音響媒体を意味する。有線媒体又は無線媒体
は、例えば、金属導体リンク、無線周波数（ＲＦ）通信リンク、赤外線（ＩＲ）通信リン
ク、光通信リンクなどを制限なく含むことができる。ＲＦ通信リンクは、例えば、ＷｉＦ
ｉ、ＷｉＭＡＸ、ＩＥＥＥ８０２．１１、ＤＥＣＴ、０Ｇ、１Ｇ、２Ｇ、３Ｇ、又は４Ｇ
のセルラー規格、又はＢｌｕｅｔｏｏｔｈ（登録商標）などを含むことができる。
【００３６】
　本発明の開示に使用する「ｉｎｃｌｕｄｉｎｇ」、「ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ」という用
語、及びその変形は、別途明示的に指定しない限り「～を含むが、これに限定されない」
を意味する。
【００３７】
　本発明の開示に使用する用語「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、別途明示的に指定
しない限り「１つ又はそれよりも多く」を意味する。
【００３８】
　互いに通信している装置は、別途明示的に指定しない限り互いに継続的な通信している
必要はない。更に、互いに通信している装置は、直接的に通信を行うか、又は１つ又はそ
れよりも多くの中継器を通じて間接的に通信を行うことができる。
【００３９】
　処理段階、方法段階、又はアルゴリズムなどをある順番で説明する場合があるが、その
ような処理、方法、及びアルゴリズムは、別の順序で機能するように構成することができ
る。言い換えれば、説明する可能性がある段階のいずれかのシーケンス又は順序は、これ
らの段階をその順序に実施するという要件を必ずしも示しているわけではない。本明細書
に説明する処理、方法、又はアルゴリズムの段階は、実際的ないずれかの順序に実施する
ことができる。更に、いくつかの段階は、同時に実施することができる。更に、段階は、
１つ又はそれよりも多くの部分段階を有する処理を含むことができる。
【００４０】
　本明細書において単一の装置又は物品を説明している場合には、単一の装置又は物品の
代わりに、１つよりも多くの装置又は物品を使用することができることが直ちに明らかで
あろう。同様に、本明細書で１つよりも多くの装置又は物品を説明している場合には、１
つよりも多くの装置又は物品の代わりに、単一の装置又は物品を使用することができるこ
とも直ちに明らかであろう。ある装置の機能又は特徴は、そのような機能又は特徴を有す
るものとして明示的に説明していない１つ又はそれよりも多くの他の装置によって代替的
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に実施することができる。
【００４１】
　本発明の開示に対して使用する「コンピュータ可読媒体」は、コンピュータによって読
み取ることができるデータ（例えば、命令）を供給することに関わるいずれかの媒体を意
味する。そのような媒体は、不揮発性媒体、揮発性媒体、及び伝達媒体を含む多くの形態
を取ることができる。不揮発性媒体は、例えば、光ディスク又は磁気ディスク及び他の持
続的メモリを含むことができる。揮発性媒体は、動的ランダムアクセスメモリ（ＤＲＡＭ
）を含むことができる。伝達媒体は、プロセッサに結合されたシステムバスを含む線を含
む同軸ケーブル、銅線、及び光ファイバを含むことができる。伝達媒体は、無線周波数（
Ｒｆ）及び赤外線（ＩＲ）のデータ通信中に発生するもののような音響波、光波、及び電
磁放射物を含むか又はそれを伝達することができる。一般的な形態のコンピュータ可読媒
体は、例えば、フロッピー（登録商標）ディスク、フレキシブルディスク、ハードディス
ク、磁気テープ、いずれかの他の磁気媒体、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ、いずれかの他の光媒
体、パンチカード、紙テープ、孔のパターンを有するいずれかの他の物理的媒体、ＲＡＭ
、ＰＲＯＭ、ＥＰＲＯＭ、フラッシュＥＰＲＯＭ、いずれかの他のメモリチップ又はメモ
リカートリッジ、以下に説明する搬送波、又はコンピュータが読み取ることができるいず
れかの他の媒体を含む。
【００４２】
　命令シーケンスをコンピュータに伝達するのに様々な形態のコンピュータ可読媒体を充
てることができる。例えば、命令シーケンスは、（ｉ）ＲＡＭからプロセッサに供給する
ことができ、（ｉｉ）無線伝達媒体を通じて伝達することができ、及び／又は（ｉｉｉ）
例えば、ＷｉＦｉ、ＷｉＭＡＸ、ＩＥＥＥ８０２．１１、ＤＥＣＴ、０Ｇ、１Ｇ、２Ｇ、
３Ｇ、又は４Ｇのセルラー規格、又はＢｌｕｅｔｏｏｔｈなどを含む多くのフォーマット
、規格、又はプロトコルに従ってフォーマット設定することができる。
【００４３】
　本発明の開示の態様により、一定作動速度を維持し、作動深度を変更し、それによって
特に定格速度を超える速度において一般的に電力生成を低減又は放棄する現時点に実施さ
れている定深度可変速度法と比較して利用率に大きな増大をもたらす方法、システム、及
び装置を提供する。利用率は、所定の期間にわたる流体動力学的装置による実際エネルギ
出力を流体動力学的装置による最大理論電力出力で割算したものを含む。
【００４４】
　流体動力学的装置は、上流の係留索（又は艫綱）に係留されると、流体動力学的装置に
対して作用する抗力のマグニチュードに両方共に正比例する前方力成分と下向き力成分の
両方を受ける。特に、係留索は、「水中引き込み力」とも呼ぶ垂直力成分を含む張力を受
ける。水中引き込み力は、流体動力学的装置を下方に牽引する見かけ重量として出現する
。所定の深度及び自由流線流速に留まるためには、水中引き込み力と流体動力学的装置の
実重量との合計を上方に作用する流体動力学的装置の浮力及び流体力学的揚力の合計と釣
り合わせなければならない。自由流線流速が増大すると、水中引き込み力は増大し、それ
によってより深い深度において垂直力が再度平衡になるまで流体動力学的装置は下方に牽
引される。自由流線流速が低下すると、水中引き込み力は低下し、それによってより浅い
深度において垂直力が再度釣り合うまで流体動力学的装置は上昇する。流体動力学的装置
が以下に説明する他のファクタと共に深度を変える時に捕捉角とも呼ぶ係留索と海流流れ
ベクトル（水平軸）との角度が急峻に（大きく）なるか又は浅く（小さく）なると、水中
引き込み力は、垂直力平衡を変化させ、流体動力学的装置は、定格速度が発生する深度（
定格速度深度）に必ずしも戻らない可能性がある。海流流れベクトルは、一般的に水面（
例えば、海洋面、海面、及び河面など）と平行である。
【００４５】
　本発明の開示の態様により、流体動力学的装置が、定格電力が発生する深度（定格電力
深度）に長期間にわたって留まるように、発電機電力出力及び／又は自由流線流速の変化
に応じる深度変更処理（又はプロトコル）をより適用範囲が広い電力制御処理（又はプロ
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トコル）の一部として使用することによって定格自由流線流速を再捕捉する流体動力学的
装置を提供する。定格電力深度を追跡して再捕捉することにより、流体動力学的装置は電
力生成を増大させることができ、それによってその利用率が高まる。
【００４６】
　本発明の開示の更に別の態様により、指定部分電力出力を意図的に生成するように、例
えば、定格速度よりも低い自由流線流速で流体動力学的装置を作動させることができる流
体動力学的装置を作動させる方法を提供する。この点に関して、流体動力学的装置を例え
ば定格速度よりも低い（又は高い）自由流線流速で作動させて、例えば、定格電力出力又
は意図的に指定部分電力出力を生成するのに可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、
可変抗力エフェクタ、及び／又は回転翼羽根ピッチ角変化エフェクタを含むことができる
エネルギ変換器変化エフェクタを制御することができる。他のエネルギ変換器変化エフェ
クタは、例えば、エネルギ変換器の捕捉面積を変更し、それによって使用可能な電気エネ
ルギ又は電力への変換に向けてより多くの（又はより少ない）運動エネルギを移動流体か
ら受け取る機構を含むことができる。エネルギ変換器捕捉面積の変更は、可変直径回転翼
（例えば、可変長回転翼羽根）、力学的絞り、又はエネルギ変換器などの捕捉区域内によ
り多くの（又はより少ない）流体の流れを転換させるためにエネルギ変換器の上流に設け
られた流れ収縮器を含むことができる。一般的に、エネルギ変換器は、「オフ」条件（完
全に外した）又は「オン」条件（完全に係合した）を含む変換器が水流の流れに係合する
か又は流れから外れる程度を変更するいずれかの機構を含むことができる。
【００４７】
　更に規則的（又は不規則）にパターン化されたアレイにある多くの流体動力学的装置か
ら構成される海流ファームでは、様々な作動の利点に関して流体動力学的装置アレイ全体
からの統合電力出力を制御、調整、又は最大にする流体動力学的装置の各々を作動させる
方法を使用することができる。この点に関して、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェク
タ、可変抗力エフェクタ、及び／又は回転翼羽根ピッチ角変化エフェクタを含むことがで
きるエネルギ変換器変化エフェクタは、例えば、水中／水上（例えば、固定プラットフォ
ーム、又は船舶など）、地中／地上（例えば、構成構造物、又は車両など）、又は空中（
例えば、航空機、又は衛星など）に設けられたＴＨＯＲ　ＨＱコントローラのような基地
局（図示せず）が制御することができる。更に、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェク
タ、可変抗力エフェクタ、及び／又は回転翼羽根ピッチ角変化エフェクタを含むことがで
きるエネルギ変換器変化エフェクタは、各流体動力学的装置内に設けられた搭載主コント
ローラ（図示せず）が自律的に制御するか又は基地局から受信される指令信号に応じて搭
載主コントローラが制御することができる。基地局は、例えば、海洋ファームアレイ、海
域ファームアレイ、又は河川ファームアレイなどに設けることができる１つ又はそれより
も多くの流体動力学的装置から電気エネルギを収集するように構成することができる。基
地局は、水上又は地上に設置することができる送電網を含むことができる。
【００４８】
　本発明の開示に関連する一般的な原理のうちの一部を説明するために、図１Ａは、所定
の流速範囲と比較した既存技術のピッチ安定化水平軸回転翼流体動力学的装置による電力
出力の例を示す電力（ＭＷ）対流速（ｍ／ｓ）のグラフを示している。明らかなように、
自由流線流速が増大すると、装置による電力出力は、定格速度が発生する点「１」に対し
て定格電力に達するまで速度の３乗で増大する。搭載発電機に過トルクをもたらし、発電
機及び動力駆動システム機構への損傷の可能性に露出することのないように、既存技術の
ピッチ安定化水平軸回転翼装置は、一般的に、定格速度を超える速度において回転翼羽根
のピッチ角を変更し、それによって電力を低減及び放棄して発電機を定格電力（例えば、
点「１」と点「２」との間）に維持する可変ピッチ制御回転翼ハブを使用する。
【００４９】
　図１Ａから明らかなように、定格速度よりも小さいあらゆる速度は、流体動力学的装置
が最大電力出力よりも低い電力を出力するという結果をもたらす可能性があり、定格速度
を超えるあらゆる速度は、例えば、搭載発電機を駆動する複数の回転翼羽根の羽根ピッチ
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角を変更する機構のような電力を低減する機構を一般的に必要とする。
【００５０】
　例えば、図１Ａの定格電力及び定格速度での装置の作動に対応する点「１」において流
体動力学的装置を絶えず作動させることにより、最大エネルギ変換及び最大利用率を提供
し、それを継続的に安定して維持することができる。本発明の開示に開示する方法は、長
期間にわたって定格電力（又は指定部分電力設定）における装置の絶え間ない作動を容易
にするために、装置が配備された垂直水柱内のどこかに定格速度が存在する場合に、例え
ば、作動深度の変化及び従って自由流線流速の変化をもたらす深度変更処理を含む電力制
御処理を使用することによって上述の結果を得ることができる。
【００５１】
　本発明の開示の方法は、例えば、垂直水柱内で最も頻繁に発生する単一自由流線流速に
おいて定格電力に達するように、エネルギ変換器捕捉面積と定格発電機電力レベルとを適
合させること、流体動力学的装置のファームアレイに固有の後流損失の効果を低減するこ
と、各個々の流体動力学的装置の電気的発電機出力を低減する傾向を有する可能性がある
エネルギ損失を回復すること、例えば、緩慢な移動水域を有する可能性がある海流を含む
世界の海流の中でエネルギを採取するのに使用することができる地域数を増加させること
のような更に別の重要な利点をもたらす。
【００５２】
　例えば、本発明の開示の方法は、垂直水柱内で最も頻繁に発生する単一自由流線流速に
おいて定格電力に達するように、エネルギ変換器捕捉面積（例えば、回転翼掃引面積）と
定格発電機電力レベルとを適合させることができる。それに応じて発電機の利用率は、最
も頻繁に発生する選択された速度の発生頻度の関数とすることができる。この点に関して
、流体動力学的装置を例えば単一自由流線流速のような単一の設計条件に対して設計する
ことができ、それによって設計及び作動の要件が簡素化される。
【００５３】
　図１Ｂは、海洋地域における深度（ｍ）対速度（ｍ／ｓ）の例のグラフを示している。
このグラフは、音響ドップラー流速分布計（ＡＤＣＰ）から得られた複数年の期間にわた
る一般的な海流挙動の自由流線流速データの蓄積の統計的表現である。上述の点をより詳
しく例示すると、平均自由流線流速が、深度に対して単調に線形関係で低下しているのが
分り、これが、上述の「逆速度剪断」である。図１Ｂは、時々に変化する可能性がある自
由流線流速の標準偏差の範囲も示している。
【００５４】
　図１Ｃは、一般的な海流におけるいずれかの深度において速度が発生する時間の百分率
（％）の流速（ｍ／ｓ）に対するグラフを示している。図１Ｃでは、ＡＤＣＰリソースデ
ータは、垂直水柱内のいずれかの深度において最も頻繁に発生する単一自由流線流速での
単一の極大点（単一の極大点速度と呼ぶ）を示している。装置の定格速度を図１Ｃの単一
の極大点速度に一致する速度として選択し、次に、それに応じて望ましい定格電力出力を
得るように回転翼直径のサイズを判断し、本発明の開示の深度変更処理を含む電力制御処
理を使用することにより、流体動力学的装置は、例えば、図１Ａの点「１」によって示し
ているように定格電力で長期間にわたって作動させることができる。
【００５５】
　特に、自由流線流速が時々に変動する時に定格電力深度（又は指定部分電力深度）を再
捕捉するために、履歴ＡＤＣＰデータを蓄積し、それを本発明の開示の方法を使用する装
置によって必要とされる場合がある平均浮上（又は潜降）速度を計算するのに使用するこ
とができる。例えば、測定された履歴データは、時間のうちの約９８％において定格電力
深度を再捕捉するのに約１０フィート毎分（ｆｐｍ）よりも小さい浮上速度又は潜降速度
を必要とする可能性があることを示すことができる。
【００５６】
　更に、本発明の開示の方法は、流体動力学的装置のファームアレイに固有のいずれかの
後流損失の効果を低減することができる。後流損失は、下流の流体動力学的装置が上流装



(20) JP 2012-532267 A 2012.12.13

10

20

30

40

50

置の後流の中で下流の装置のエネルギ変換器捕捉区域上に流入する低下した流速の流れを
受ける可能性があるほど互いの近く流体動力学的装置が位置決めされた流体動力学的装置
のファームアレイのある一定の配列に固有のものとすることができる。後流損失の効果は
、例えば、下流の流体動力学的装置を若干浅い（又は深い）深度で作動させて、本発明の
開示の深度変更処理を有する電力制御処理を用いて定格電力を生成する定格速度を再確立
することによって低減又は排除することができる。実際には、本発明の開示の方法を使用
すると、下流の流体動力学的装置は、自然な結果として、上流の隣接する装置よりも若干
浅い深度で作動させることができる。従って、本発明の開示の方法を使用する流体動力学
的装置アレイは、各連続する下流の装置列が、直ぐ上流の装置列よりも若干浅い深度にあ
る階段状の深度外観を有することができる。
【００５７】
　更に、本発明の開示の方法は、例えば、ファームアレイ内の各個々の流体動力学的装置
の電気的発電機出力を低減する傾向を有する可能性があるエネルギ損失を回復することが
できる。この点に関して、各個々の流体動力学的装置の電気的発電機出力を低減する傾向
を有する可能性があるエネルギ損失は、単純に各流体動力学的装置を若干浅い（又は深い
）深度で、従って、高い自由流線流速で作動させて、本発明の開示の電力制御処理を用い
て定格電力出力を生成することによって回復することができる。エネルギ損失は、例えば
、機械設計に固有の電気的発電機効率損失、移動水の運動エネルギの電気エネルギへの変
換に固有の電気的発電機効率損失、又は若干高い自由流線流速での作動によって回復可能
にすることができる他のそのようなエネルギ損失を含むことができる。
【００５８】
　本発明の開示の方法は、例えば、緩慢な移動水域を有する可能性がある地域を含む世界
の海流の中で流体動力学的装置アレイを配備することができる使用可能地域の数を増加さ
せることができる。緩慢な移動水域を有する可能性がある海流を含む世界の海流のうちの
より多くのものが、本発明の開示の方法を用いた大規模電力生成に対してより高い利用可
能性を有することになる。エネルギ変換器捕捉面積と定格発電機電力出力レベルの間の関
係は、単一の極大点速度（例えば、図１Ｃの点４によって示しているような）に最適化す
ることができるので、高い速度において電力生成を放棄する必要がなく、新しい流体動力
学的装置には、かなり緩慢な移動海流において定格電力を生成する大きいエネルギ変換器
捕捉面積（大きい回転翼直径）を形成することができる。本発明の開示は、発電機の定格
速度を超える自由流速に対処する必要なく、流体動力学的装置のエネルギ変換器（例えば
、回転翼）及びそれに適合した発電機の制御を可能にするので、動力システム機構の完全
性を維持するために電力生成を低減又は放棄するか又はエネルギ変換器（回転翼）の「遮
断」を使用する必要ではなく、緩慢な自由流線流速において定格電力に達するのに、例え
ば、大きい回転翼掃引面積又は大きい直径のようなエネルギ変換器に付随する大きい捕捉
面積を使用することができる。
【００５９】
　図２Ａ及び図２Ｂは、流体動力学的装置１００の例の斜視図及び側面図をそれぞれ示し
ている。流体動力学的装置１００は、装置の重心（ＣＧ）の上方及び上流にある浮心（Ｃ
Ｂ）を有することができる。流体動力学的装置１００は、船体１０１、回転翼１０９、及
び発電機（図示せず）を含む。流体動力学的装置１００は、キール１０５、キールシリン
ダ１１１、流体力学的翼１０６、及びハーネス１０２を含むことができる。更に、流体動
力学的装置１００は、コンピュータ（図示せず）を含む搭載主コントローラ（図示せず）
を含む。搭載主コントローラ（例えば、「ＴＨＯＲコントローラ」）は、送信機、受信機
、又は送受信機（図示せず）を含むことができる。流体動力学的装置１００は、例えば、
水温、圧力、深度、物体（例えば、他の流体動力学的装置、哺乳動物、魚、又は船舶など
のような）の近接度、水流の流れの速度及び／又は方向、並びに類似のもののような周囲
条件を検出するための１つ又はそれよりも多くのセンサを含むことができる。更に、回転
翼１０９は、搭載ハブコントローラ（図示せず）及び送受信機を含むことができる。流体
動力学的装置は、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、可変抗力エフェクタ、及び
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／又は例えば回転翼羽根ピッチ角変化エフェクタのようなエネルギ変換器変化エフェクタ
を含むことができる。
【００６０】
　可変重量エフェクタは、例えば、流体動力学的装置１００の重量に加えて重心の位置を
調節するために交互に浸水又は排水することができる、船体１０１内に設けられた１つ又
はそれよりも多くの内部バラストタンク（図示せず）を含むことができる。船体１０１は
、流体動力学的装置１００に対する主な浮力源を供給することができる。更に、流体動力
学的装置１００は、方向整列を可能にし、自由流線海流方向への流体動力学的装置１００
のヨーイングを促進することができる重み付き船腹側キール１０５を含むことができる。
キール１０５は、キール１０５に、回転翼１０９によって発生するいずれかの逆トルクに
対抗する重み付き振り子として機能させる釣り合い重りを収容することができるキール１
０５の遠位端に装着されたキールキールシリンダ１１１を含むことができる。
【００６１】
　可変揚力エフェクタは、例えば、調節可能な取付角を含むことができる翼１０６を含む
ことができる。翼１０６は、調節可能な偏向角を有する後縁制御面昇降舵（図示せず）を
含むことができる。調節可能な取付角及び／又は昇降舵偏向角は、流体力学的揚力を増大
させるか、又は下向き力を発生させるように変更することができる。
【００６２】
　可変抗力エフェクタは、例えば、キール１０５の後縁の近くに取り付けることができる
開き抗力フラップ１１２を含むことができる。抗力エフェクタは、抗力を生成するために
配備することができる。開き抗力フラップの場合には、フラップは、抗力をもたらすため
に大きい前面区域を海流の流れに露出するように実質的に同時に外向きに偏向させること
ができ、又は抗力を低減するために前面区域を縮小するように内向きに閉じることができ
る。
【００６３】
　エネルギ変換器変化エフェクタは、例えば、作動条件（例えば、図２Ａに見られるよう
な）で複数の回転翼羽根１０７に対する回転翼羽根ピッチ角の変化をもたらして回転翼１
０９を海流の流れに係合させるか、又は非作動完全フェザリング状態（例えば、図４の状
態Ａ又は状態Ｂに見られるような）で海流の流れから外すために、搭載発電機（図示せず
）に結合された下流の水平軸可変ピッチ制御回転翼ハブ１０８を含むことができる。他の
エネルギ変換器変化エフェクタは、例えば、エネルギ変換器の捕捉面積を変更し、それに
よって使用可能な電気エネルギ又は電力への変換に向けて移動流体からより多くの（又は
より少ない）運動エネルギを受け取る機構を含むことができる。エネルギ変換器捕捉面積
の変更は、可変直径回転翼（例えば、可変長回転翼羽根）、力学的絞り、又はエネルギ変
換器などの捕捉区域内により多くの（又はより少ない）流体の流れを転換させるためにエ
ネルギ変換器の上流に設けられた流れ収縮器を含むことができる。更に、エネルギ変換器
は、例えば、変換器の捕捉区域全体を塞ぐことによって流れから外し、それによって流れ
の全流入運動エネルギを阻止する段階、又は捕捉区域のうちのいずれかのそれまで非作動
条件であった領域を開くことによって流れに係合する段階を含むことができる流体の流れ
との係合又は係合解除を行う機構を含むことができる。
【００６４】
　ハーネス１０２は、例えば、アンカー１０４に固定されて繋がれた係留索１０３によっ
て拘束される一方で、ピッチとヨーの両方において流体動力学的装置１００が自由にピボ
ット回転することを許容する例えば自在継手係留ハーネスを含むことができる。１対の垂
直基準線１１０が、海流の流れ方向Ｃに対する１対のアンカー１０４の配備位置の例を示
している。
【００６５】
　図２Ｂは、垂直移動１２０の自由度及び艫綱捕捉角１２１の例を示している。艫綱捕捉
角１２１は、流体動力学的装置１００の作動深度と共に変化し、それによって各深度での
水中引き込み力のマグニチュードが変化する。
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【００６６】
　流体動力学的装置１００は、パターン化された配備アレイ又はファームアレイに配備さ
れるように構成される。所定のファームアレイに配備された隣接する流体動力学的装置１
００は、アンカー１０４を共有することができる。例えば、水上又は地上に設置すること
ができる送電網に電気を送電する前に、各流体動力学的装置１００からの電気エネルギを
収集するために、各搭載発電機（図示せず）によって発生する電気は、隣接する流体動力
学的装置１００又は水中又は地上に設けられた１つ又はそれよりも多くの基地局（図示せ
ず）に伝達することができる。電気は、例えば、係留索１０３に取り付けることができる
電気ケーブル（図示せず）を通じて送電することができ、隣接する装置１００又は１つ又
はそれよりも多くの基地局に伝達することができる。
【００６７】
　流体動力学的装置１００は、例えば、本出願と同日に出願されて「係留された流体動力
学的装置のピッチ、ロール、及び抗力の安定化（ＰＩＴＣＨ，ＲＯＬＬ　ＡＮＤ　ＤＲＡ
Ｇ　ＳＴＡＢＩＬＩＺＡＴＩＯＮ　ＯＦ　Ａ　ＴＥＴＨＥＲＥＤ　ＨＹＤＲＯＫＩＮＥＴ
ＩＣ　ＤＥＶＩＣＥ）」という名称の現在特許出願中の米国特許出願出願番号第　　　　
　号（代理人整理番号第２０５６９９７－５００４ＵＳ号）に説明されている流体動力学
的装置、及び流体動力学的装置を作動させる方法を含むことができ、この特許出願の開示
内容全体は、本明細書に完全に公開されているかのように引用によって本明細書に組み込
まれている。
【００６８】
　更に、流体動力学的装置１００は、本出願と同日に出願されて「搭載エネルギ貯蔵器を
有する可変制御回転翼ハブ（ＶＡＲＩＡＢＬＥ　ＣＯＮＴＲＯＬ　ＲＯＴＯＲ　ＨＵＢ　
ＷＩＴＨ　ＳＥＬＦ－ＣＯＮＴＡＩＮＥＤ　ＥＮＥＲＧＹ　ＳＴＯＲＡＧＥ　ＲＥＳＥＲ
ＶＯＩＲ）」という名称の現在特許出願中の米国特許出願出願番号第　　　　　号（代理
人整理番号第２０５６９９７－５００５ＵＳ号）に説明されている回転翼、及び回転翼を
作動させる方法を含むことができ、この特許出願の開示内容全体は、本明細書に完全に公
開されているかのように引用によって本明細書に組み込まれている。
【００６９】
　流体動力学的装置１００は、例えば、本出願と同日に出願されて「係留される流体動力
学的器及びそのアレイのための係留システム（ＭＯＯＲＩＮＧ　ＳＹＳＴＥＭ　ＦＯＲ　
Ａ　ＴＥＴＨＥＲＥＤ　ＨＹＤＲＯＫＩＮＥＴＩＣ　ＡＮＤ　ＡＮ　ＡＲＲＡＹ　ＴＨＥ
ＲＥＯＦ）」という名称の現在特許出願中の米国特許出願出願番号第　　　　　号（代理
人整理番号第２０５６９９７－５００６ＵＳ号）に説明されている係留システムのような
係留システムによって水中に保持することができ、この特許出願の開示内容全体は、本明
細書に完全に公開されているかのように引用によって本明細書に組み込まれている。
【００７０】
　本発明の開示の方法を実施するために重量、揚力、及び抗力を変更する機構の上述の例
に加えて（又はその代わりに）、流体動力学的装置１００には、当業者によって公知であ
る可能性がある重量、揚力、及び抗力の変化をもたらす他の機構を装備することができる
。更に、エネルギ変換器は、可変ピッチ制御回転翼ハブとするか、又は移動流体の運動エ
ネルギを使用可能電力に変換することができ、同様に流体の流れに係合するか又は流れか
ら外すための手段を有することができる別のエネルギ変換装置とすることができる。
【００７１】
　方向Ｃに流れている自由流線海流での作動時に、流体動力学的装置１００は、本発明の
開示の方法を実施して長期間にわたって定格電力深度に留まるために重量、揚力、及び抗
力を変更するのに、上述の可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、可変抗力エフェク
タ、及び／又はエネルギ変換器変化エフェクタを使用することができる。先に上述のよう
に、エネルギ変換器変化エフェクタは、回転翼羽根ピッチ角変化エフェクタを含むことが
できる。流体動力学的装置１００に対する定格電力深度は、自由流線海流の条件が変化す
るので、又は温度及び／又は塩度と共に水の密度が変化する可能性があるので、時々に変
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化する可能性がある。流体動力学的装置１００は、例えば、図７を参照して説明する深度
変更処理を含む電力制御処理を用いて定格電力深度を追跡し、再捕捉するように構成する
ことができる。搭載主コントローラ（例えば、ＴＨＯＲコントローラ）は、作動が発生す
る深度に対して、流体動力学的装置１００の重量、揚力、及び／又は抗力のマグニチュー
ドを制御することによって能動的な制御影響力を作用する深度変更処理を含む電力制御処
理を使用する。
【００７２】
　図２Ｃは、流体動力学的装置１００を所定の電力出力レベルに維持するために、例えば
、搭載主コントローラ、別の流体動力学的装置内の搭載主コントローラ、又は基地局に設
けられたコンピュータ（例えば、「ＴＨＯＲ　ＨＱ」コントローラ）によって実施するこ
とができる電力制御処理３５０の例を示している。最初に、特定の流体動力学的装置１０
０に対してターゲット発電機電力出力レベルが設定される（段階３５２）。発電機の実時
間の（又は加重平均の）電力出力レベルを継続的に（又は断続的に）検出するために、搭
載発電機（図示せず）によって出力される電力がモニタされる（段階３５４）。検出され
た電力出力レベルが、ターゲット電力出力レベルよりも高いか、低いか、又はそれに等し
いかの判断が行われる（段階３５６）。
【００７３】
　代替的に、ターゲット発電機電力出力レベル範囲を設定することができ（段階３５２）
、検出された実時間電力出力レベル（段階３５４）をこの検出電力出力レベルが、ターゲ
ット電力出力レベル範囲よりも高いか、低いか、又はそれに等しいかの判断を行うために
、ターゲット電力出力レベル範囲と比較することができる（段階３５６）。
【００７４】
　実時間電力出力レベルがターゲット電力出力レベル（又は範囲）と等しくないと判断さ
れた場合（段階３５６において「ＮＯ」）は、流体動力学的装置１００をターゲット発電
機電力出力レベルに維持するために深度変更処理を起動することができる（段階３５８）
、又は他の場合には、実時間電力出力レベルのモニタが続行される（段階３５６において
「ＹＥＳ」、次に、段階３５２）。
【００７５】
　図２Ｄは、流体動力学的装置１００を所定の電力出力レベルに維持するために、例えば
、搭載主コントローラ、別の流体動力学的装置内の搭載主コントローラ、又は基地局に設
けられたコンピュータ（例えば、ＴＨＯＲコントローラ）によって実施することができる
別の電力制御処理３６０の例を示している。最初に、流体動力学的装置１００が配備され
る（又は配備されている）特定の区域に対してターゲット自由流線流速を設定することが
できる（段階３６２）。自由流線流速は、流体動力学的装置が受ける実質的に実時間の（
又は加重平均の）自由流線流速を継続的に（又は断続的に）検出するためにモニタするこ
とができる（段階３６４）。検出された実時間自由流線流速が、ターゲット自由流線流速
よりも高いか、低いか、又はそれに等しいかの判断が行われる（段階３６６）。
【００７６】
　代替的に、ターゲット自由流線流速範囲を設定することができ（段階３６２）、検出さ
れた実時間（又は加重平均）自由流線流速（段階３６４）は、この検出自由流線流速がタ
ーゲット自由流線流速範囲よりも高いか、低いか、又はそれに等しいかの判断を行うため
にターゲット自由流線流速範囲と比較することができる（段階３６６）。
【００７７】
　実時間自由流線流速がターゲット自由流線流速（又は範囲）と等しくないと判断された
場合（段階３６６において「ＮＯ」）は、流体動力学的装置１００をターゲット自由流線
流速に維持するために深度変更処理を起動することができる（段階３６８）、又は他の場
合には、実時間自由流線流速のモニタが続行される（段階３６６において「ＹＥＳ」、次
に、段階３６２）。
【００７８】
　流体動力学的装置１００の作動を実施するのに、ＴＨＯＲコントローラは、例えば、潜
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水、浮上、休止、並びに回転翼係合及び回転翼係合解除の移行処理（又はプロトコル）を
含む他の方法を使用することができる。これらの方法は、深度変更処理を有する電力制御
処理に対して付加的なものである。これらの他の方法は、本明細書に提供する説明から当
業者に明らかになる作動の利点をもたらすために使用することができる。
【００７９】
　先に上述のように、流体動力学的装置１００は、上流の係留索（又は艫綱）１０３に係
留された場合に、前方及び下方の力成分を受ける。次式［１］は、垂直力平衡における関
係の例を提供している。特に、式［１］は、垂直水柱内の特定の位置に流体動力学的装置
１００を維持するのに釣り合わせなければならない装置１００に対して作用する様々な力
の間の関係の例を提供している。
Ｂ＋Ｌ＝Ｗ＋（１／２ρＶ2）（ＣT）（Ａ回転翼）（Ｔａｎ（ａ））　　　［１］
次式［２］は、エネルギ（又は電力）生成と移動流体の間の関係を表す。
Ｐ＝（１／２ρＶ3）（ＣP）（Ａ回転翼）　　　［２］
ここで、
Ｂ＝浮揚力
Ｌ＝流体力学的揚力
Ｗ＝流体動力学的装置の重量
ρ＝海水の密度
Ｖ＝自由流線流速
ＣT＝回転翼抗力係数
ＣP＝回転翼電力係数
Ａ回転翼＝回転翼の掃引面積
Ｔａｎ（ａ）＝艫綱捕捉角の正接
Ｐ＝電力出力
【００８０】
　上式［１］から明らかなように、流体動力学的装置１００は、流体の変位によって発生
する可能性がある浮力（Ｂ）と、翼によって発生させることができる揚力（Ｌ）とによっ
て垂直水柱内で上方に揚上され、装置１００の重量（Ｗ）と水中引き込み力との合計によ
って下方に牽引されるので、流体動力学的装置１００において単純な垂直力平衡を利用可
能にすることができ、この場合、水中引き込み力は、その構成項内に展開されており、例
示目的で、作動中の回転翼の水中引き込み力への寄与のみを含む。
【００８１】
　式［１］を詳しく調べることにより、所定の自由流線流速（元の速度）、海水密度、及
び艫綱捕捉角に対して他の変数を定数と見なすと、重量及び流体力学的揚力を調節するこ
とにより、流体動力学的装置１００は、一定深度において元の速度で垂直力平衡状態に留
まることができることが明らかであるはずである。次に、自由流線流速の増大は、式［１
］の右辺の水中引き込み力を増大させる可能性があり、流体動力学的装置１００は潜降し
、水中引き込み力によって更に下方に牽引され、式［１］の左辺と右辺が等しい新しい深
度において静止する可能性がある。しかし、艫綱捕捉角は、他のファクタの中でも特に減
少するので、自由流線海流は、以前に元の深度で有していたものよりも高い速度を有する
可能性がある。艫綱捕捉角のそのような減少は、約３５０メートルの全体深度において、
例えば、約１００メートルの深度変化が発生する可能性がある場合は有意なものとするこ
とができる。従って、流体動力学的装置１００を元の自由流線流速に戻すためには、流体
動力学的装置１００が、元の自由流線流速を再捕捉するために更に潜降し、より深い深度
において垂直移動を終わらせることができるように、流体動力学的装置１００の重量を増
加させ、必要に応じて流体力学的下向き力を含めて揚力を低減することが必要である場合
がある。
【００８２】
　逆に元の速度からの自由流線流速の低下の場合にも類似の一連のイベントが発生する可
能性があるが、流体動力学的装置１００は、逆に増大する可能性が高くなる。従って、流
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体動力学的装置１００を元の速度に戻すためには、流体動力学的装置１００が、元の速度
を再捕捉するために更に浮上し、より浅い深度において垂直移動を終わらせることができ
るように、流体動力学的装置１００の重量を低減し、その揚力を増大させることを必要と
すると考えられる。流体動力学的装置１００に対する制御に対しては、発電機電力出力レ
ベルを最も望ましいパラメータとすることができ、電力出力レベルは、自由流線流速、並
びに例えば海水密度に正比例するので、定格速度深度ではなく定格電力深度を再捕捉する
ように深度を調節する方が有利である可能性がある。
【００８３】
　更に、式［２］は、水平型回転翼からのエネルギ生成と移動流体の間の関係を表す。先
に上述のように、定格速度よりも低い自由流線流速は、流体動力学的装置１００にその定
格電力出力を下回って出力させる可能性がある。定格速度よりも低い自由流線流速は、先
に解説した逆速度剪断プロフィールに沿って定格電力深度よりも深い深度で発生する。従
って、定格電力深度よりも深い深度での能動的深度制御は、本発明の開示の別の重要な態
様である電力調整及び電力出力制御を可能にすることができる。
【００８４】
　図３Ａ～図３Ｃは、本発明の開示の原理による係留された流体動力学的装置１００の作
動の様々な例を示している。特に、図３Ａは、平均速度で移動する海流の中で定格速度で
作動する係留された流体動力学的装置１００の例を示しており、図３Ｂは、平均速度より
も高い速度で移動する海流の中で定格速度で作動する係留された流体動力学的装置１００
の例を示しており、図３Ｃは、平均速度よりも低い速度で移動する海流の中で定格速度で
作動する係留された流体動力学的装置１００の例を示いしてる。
【００８５】
　図３Ａを参照すると、流体動力学的装置１００は、上流の係留索に繋がれ、平均速度の
逆速度剪断自由流線海流条件３０５で作動している。この場合、流体動力学的装置１００
は、定格速度３０１が発生する位置３００、例えば、図３Ａに示しているように約１００
メートルの位置でその定格電力で作動している。上流の係留索（又は艫綱）は、海流流れ
ベクトルＣの水平成分（又は水平軸）と捕捉角３０２を形成する。図３Ａに示している例
では、流体動力学的装置１００は、釣り合った垂直力によって垂直平面内で静止している
。
【００８６】
　図３Ｂを参照すると、自由流線流速がより速い条件に増大する時に、流体動力学的装置
１００は、約１２５メートルの深度にある位置３１４まで受動的に潜降し、それによって
新しい角度３１２への捕捉角３０２の減少がもたらされ、水中引き込み力によって与えら
れる見かけ重量が軽減する。この時点で約１５０メートルの深度で発生する矢印３１１に
示している定格速度及び／又は定格電力深度を再捕捉するためには、流体動力学的装置１
００は、定格速度３１１が発生する位置３１０まで更に２５メートル潜降するために、作
動深度を調節し、バラスト水を注入し、及び／又は翼に対する下向き力を増大させる必要
がある。
【００８７】
　発電機出力電力が主制御変数であること、深度変更調節中に水温又は塩度及び従って水
密度が変化した可能性があること、それと共に先に解説した他の理由から、電力制御処理
の実施において発電機電力出力を主フィードバック変数として使用することを有利とする
ことができる。定格電力出力、又は定格電力出力よりも低い意図的な部分電力出力を流体
動力学的装置１００によって再捕捉する処理は、例えば、電力制御処理３５０（図２Ｃに
示している）を用いて実施することができる。
【００８８】
　代替的に、自由流線流速は、電力制御処理の実施における主又は副フィードバック変数
とすることができる。この点に関して、定格電力出力又は意図的な部分電力出力を流体動
力学的装置１００によって再捕捉する処理は、電力制御処理３６０（図２Ｄに示している
）を用いて実施することができる。ターゲット自由流線流速は、定格速度とするか又は意
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図的な部分電力出力に向けて定格速度よりも低いターゲット自由流線流速とすることがで
きる。また、速度と電力の両方の組合せを深度変更アルゴリズムを使用する電力制御処理
におけるフィードバック変数として使用することを有利とすることができる。
【００８９】
　図３Ｃを参照すると、逆に自由流線流速がより遅い条件に低下する時に、流体動力学的
装置１００は、約７５メートルの深度にある位置３２４まで受動的に浮上し、新しい角度
３２２への捕捉角の増大がもたらされ、下向き力によって与えられる見かけ重量が増大す
る。この時点で約５０メートルの深度で発生する矢印３２１に示している定格速度深度及
び／又は定格電力深度を再捕捉するためには、流体動力学的装置１００は、定格速度３２
１が発生する位置３２０まで更に２５メートル浮上するめに、作動深度を調節し、例えば
、バラスト水を排出し、及び／又は翼に対する揚力を増大させることが必要である可能性
がある。
【００９０】
　発電機出力電力が主制御変数であること、深度変更調節中に水温又は塩度及び従って水
密度が変化した可能性があること、それと共に先に解説した他の理由から、電力制御処理
の実施において発電機電力出力を主フィードバック変数として使用することを有利とする
ことができる。定格電力出力又は意図的な部分電力出力を流体動力学的装置１００によっ
て再捕捉する方法は、電力制御処理３５０（図２Ｃに示している）を用いて実施すること
ができる。
【００９１】
　代替的に、自由流線流速は、電力制御処理の実施における主又は副フィードバック変数
とすることができる。この点に関して、定格電力出力又は意図的な部分電力出力を流体動
力学的装置１００によって再捕捉する処理は、電力制御処理３６０（図２Ｄに示している
）を用いて実施することができる。ターゲット自由流線流速は、定格速度とするか又は意
図的な部分電力出力に向けて定格速度よりも小さいターゲット自由流線流速とすることが
できる。また、速度と電力の両方の組合せは、深度変更アルゴリズムを使用する電力制御
処理におけるフィードバック変数として使用することを有利とすることができる。
【００９２】
　図４は、本発明の開示の原理による係留された流体動力学的装置１００の作動を組み合
わせた図式的要約の例を示している。特に、図４は、左から右に流れる逆速度剪断プロフ
ィール自由流線海流条件４３１及び流体動力学的装置１００の様々な作動状態（例えば、
状態Ａ、Ｂ、及びＣ）、並びに各状態の間の移行方法を示している。一般的に、流体動力
学的装置１００に付随するＴＨＯＲコントローラは、各状態に対して流体動力学的装置１
００を位置決めし、更に、流体動力学的装置１００を状態の間で移行させるために、上述
のように重量、揚力、及び抗力の変化をもたらすことができる。更に、エネルギ変換器が
流れに係合している時に、例えば、回転翼１０９が係合位置にあり、回転翼羽根が作動条
件に設定され、ハブ１０８が回転している時には常に、抗力フラップ１１２を低抗力又は
無抗力条件で完全に閉じることができ、エネルギ変換器が流れと外れている時に、例えば
、回転翼１０９が非作動係合解除位置にあり、回転翼羽根が完全フェザリング条件に設定
され、ハブ１０８の回転を停止させることができる時には常に、抗力フラップ１１２を高
抗力よりも低い条件で部分的に展開するか、又は高抗力条件で完全に展開することができ
る。
【００９３】
　状態Ａでは、流体動力学的装置１００は、バラストタンクが低充満の低重量条件４０１
にある半潜水条件４００にあり、翼１０６は、実質的にゼロ取付角位置４０２で水面より
も上にある。抗力フラップ１１２は、条件４０３まで部分的に展開され、回転翼１０９は
、海流の流れから係合解除され、非作動条件４０４で保持される。この条件（Ａ）では、
流体動力学的装置１００は、水上船舶から保守点検を受けることができ、又は超低速海流
のイベントにおいて休止させることができる。例えば、海流ファームアレイに対して隣接
する流体動力学的装置との衝突災害、前方位置への急激な移動、又は係留索の絡みの危機
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を防止するために、係留索を張るように抗力フラップ１１２を条件４０３まで部分的に展
開させることができる。しかし、抗力フラップ１１２は、流体動力学的装置１００を水面
下に潜降させる可能性がある高抗力条件まで展開させてはならない。
【００９４】
　状態Ａから状態Ｂに移動するために、潜水処理（又はプロトコル）９００（図９に示し
ている）を起動することができ、水中引き込み力を増大させ、流体動力学的装置１００を
水面下の位置４１０まで牽引するために、抗力フラップ１１２を例えば完全展開位置４１
３まで展開させることができる。水面下に入ると、バラストタンクに充満条件４１１まで
水を注入することができ、翼１０６を負の取付角を有する位置４１２まで偏向させる（又
は調節する）ことができ、それによって付加的な下向き力が発生し、流体動力学的装置１
００による更なる潜降がもたらされ、一方、回転翼１０９は、係合解除条件４１４に留ま
る。回転翼が海流の流れから係合解除された条件に留まっている間に、翼１０６によって
発生する下向き力と、バラストタンクによって取り込まれた付加的な重量と、展開された
抗力フラップ１１２からのより高い抗力の存在によって発生する水中引き込み力の増大と
の合計は、流体動力学的装置１００を更に潜降させることができる。潜水は、定格速度４
３０が発生する深度、又はその若干上における状態Ｂで正常な完了に達する。
【００９５】
　状態Ｂから状態Ｃに移動するために、回転翼（エネルギ変換器）係合移行処理（又はプ
ロトコル）１１００（図１１に示している）を起動することができる。回転翼係合移行処
理では、回転翼１０９が、係合解除条件４１４から係合条件４２４に移行し、それによっ
て回転翼羽根が作動ピッチ角に近づくことで抗力が劇的に増大し、従って、水中引き込み
力が徐々に増大する。抗力及び水中引き込み力が増大し、回転翼１０９が作動４２４に入
ると、滑らかな差し引きゼロの垂直力移行を両方共に必要とする一定深度での回転翼係合
移行処理又は一定自由流線流速での回転翼係合移行処理を発生させる速度で、抗力フラッ
プ１１２をゼロ抗力条件４２３まで徐々に閉じることができ、翼１０６を負荷なし条件４
２２まで徐々に傾斜させることができ、バラストタンクからバラスト水を条件４２１まで
排出することができる。回転翼係合移行処理は、羽根が海流の流れと完全に係合した状態
で回転翼１０９が回転し、抗力フラップ１１２が完全に後退した時に完了する。新しく得
られた位置４２０では、流体動力学的装置１００は作動条件にあり、状態Ｃにおいて定格
電力又はそれに近い出力で電力を生成することができる。
【００９６】
　状態Ｃでは、深度変更処理を含む電力制御処理３５０（図２Ｃに示しているか又は図２
Ｄに示している３６０、又は図８に示している８００）を起動することができ、流体動力
学的装置１００は、定格電力深度を絶えず追跡して再捕捉するために、変化する自由流線
海流条件に応じて翼及びバラストタンクを用いてその作動深度を調節することができる。
回転翼１０９が作動条件に留まっている間に、抗力誘導器１１２は、完全後退条件４２３
に維持することができる。
【００９７】
　代替的に、例えば、海洋ファームアレイでは、海洋ファームアレイ内の各流体動力学的
装置１００に、各流体動力学的装置１００による定格電力出力の百分率を表す電力調整係
数を割り当てることができる。そのために割り当てられ、かつ電力調整係数が約１００％
よりも小さい場合には、流体動力学的装置１００は、指定部分電力設定が発電機によって
達成される深度（指定部分電力深度）を追跡し、再捕捉することができる。割り当て電力
調整係数を用いた意図的な部分電力作動は、海流ファームアレイ全体から又はファームア
レイ内の流体動力学的装置１００の全てよりも少ない一部からの電力制御及び／又は電力
調整をもたらすことができる。
【００９８】
　電力制御処理中の作動は、例えば、最大構造圧壊深度よりも低い深度まで流体動力学的
装置１００を強制移動する傾向を有する可能性がある超高速海流のイベントの最中、又は
例えば回転翼羽根の先端に過度にキャビテーションを発生させるか又は更に水面を突き破
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らせて水面よりも上に届かせる可能性がある浅い深度まで流体動力学的装置１００を運ぶ
傾向を有することになる超低速海流のイベントにおいて意図せずに停止される可能性があ
る。そのような超高速又は超低速の海流イベントによって意図せずに停止された場合には
、流体動力学的装置１００は、水面又は休止条件に留まることができる暫定深度まで上昇
するために、回転翼係合解除移行処理の完了後に浮上処理（又はプロトコル）１０００（
図１０に示している）又は休止処理（又はプロトコル）１３００（図１３に示している）
を起動することができる。休止処理（又はプロトコル）中に、流体動力学的装置１００は
、定格速度の復帰に関して垂直水柱を探査するために、音響ドップラー流速分布計（ＡＤ
ＣＰ）問い合わせ処理（又はプロトコル）を使用することができる。いずれの場合にも、
流体動力学的装置１００は、潜水、係合、又は電力制御処理を使用する更に別の作動の前
に異常環境イベントの通過をやり通すことができる。
【００９９】
　状態Ｃから状態Ｂに移動するために、回転翼（エネルギ変換器）係合解除移行処理（又
はプロトコル）１２００（図１２に示している）は、回転翼係合移行処理と同様であるが
、逆の方式で起動することができる。回転翼係合解除移行処理では、回転翼１０９が、係
合作動条件４２４から係合解除非作動条件４１４に移行し、それによって回転翼羽根ピッ
チ角が非作動完全フェザリング条件４０４に近づく時に抗力を劇的に低減することができ
、従って、抗力及び水中引き込み力を徐々に低減することができる。回転翼１０９が海流
の流れから外れる時に、抗力及び水中引き込み力が減少し、抗力フラップ１１２を完全後
退条件４２３から高抗力条件４１３まで広がるように徐々に展開させることができる。更
に、下向き力を発生させるために、翼１０６を負荷なし条件４２２から負の取付角条件４
１２まで徐々に傾斜させることができる。更に別の滑らかな差し引きゼロの垂直力移行を
両方共に必要とする一定深度での回転翼係合解除移行処理又は一定自由流線流速での回転
翼係合解除移行処理を発生させる速度で、バラストタンク内のバラスト水を部分充満条件
４２１から充満条件４１１に増加させることができる。回転翼係合解除移行処理は、回転
翼１０９が停止して羽根が非作動条件４１４で完全にフェザリングされ、抗力フラップ１
１２が、高抗力条件４１３まで展開された時に完了させることができる。流体動力学的装
置１００は、いかなる電力生成も伴わずに休止条件に留まり、例えば、バラストタンク、
翼１０６、及び抗力フラップ１１２それぞれによって実施される重量エフェクタ、揚力エ
フェクタ、及び抗力エフェクタの制御影響力によって位置４１０に維持される。
【０１００】
　状態Ｂに留まるために、休止処理（又はプロトコル）を起動して実施することができる
。休止処理では、流体動力学的装置１００は、上述の重量エフェクタ、揚力エフェクタ、
及び抗力エフェクタの制御影響力の下で指定深度４１０又は指定自由流線流速に対応する
可変深度に留まることができ、回転翼１０９は係合解除条件４１４にあり、発電機からの
いかなる電力生成も伴わない。休止処理は、例えば、破壊的な気象イベント（例えば、ハ
リケーン、台風、サイクロン、又は津波など）の通過、装置の存続を保証すること、絶滅
の危機に瀕した海洋哺乳動物の通過中、衝突回避を保証すること、又は類似のことを含む
様々な理由から起動することができる。休止処理は、海流ファームアレイ内の特定の流体
動力学的装置１００に対して割り当てられた電力調整係数がゼロに設定された場合に起動
することができる。休止処理の実行中には、目的の中でも特に、定格速度の存在に関して
垂直水柱を探査するために、ＡＤＣＰ問い合わせプロトコルを定期的に起動することがで
きる。
【０１０１】
　状態Ｂから、水面上又は別の指定深度とすることができる状態Ａに移動するために、浮
上処理（又はプロトコル）を起動することができ、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェ
クタ、可変抗力エフェクタ、及び／又はエネルギ変換器変化エフェクタ（例えば、回転翼
羽根ピッチ角変化エフェクタのような）の制御影響力の下で、流体動力学的装置１００は
、水面又はいずれかの他の指定深度まで浮上することができる。例えば、バラストタンク
からバラスト水を排出することができ、それによって流体動力学的装置１００の重量が低
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減する。更に、翼１０６を正の値を有する角度に偏向させることができ、それによってよ
り大きな揚力が発生する。抗力を低減するために抗力フラップ１１２を若干閉めることが
でき、それによって水中引き込み力に寄与する見かけ重量が軽減し、それによって流体動
力学的装置１００が浮上し、その間、回転翼１０９は、係合解除された非作動条件４１４
に留まる。浮上処理は、流体動力学的装置１００が水面又は指定深度に到達した時に正常
な完了に達する。
【０１０２】
　深度の変更を必要とする電力制御処理（例えば、図３Ａ又は図３Ｂに示している処理３
５０又は３６０）の実施の前又はその最中のいずれかの時点で、搭載ＡＤＣＰを用いて、
流体動力学的装置１００の上及び下の両方をソナー探査することによって垂直水柱の情報
を取得することを有利とすることができる。この問い合わせによって戻される情報は、Ｔ
ＨＯＲコントローラが、より高いレベルの予測及び／又は補正制御に向けて取り込むこと
ができる。
【０１０３】
　浮上処理、潜降処理、及び休止処理は、回転翼１０９が係合解除された条件で達成する
ことができる。回転翼の係合又は係合解除は、回転翼係合移行処理又は回転翼係合解除移
行処理それぞれによって発生させることができる。浮上作動条件、潜降作動条件、及び休
止作動条件中の深度制御は、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、可変抗力エフェ
クタ、及び／又はエネルギ変換器変化エフェクタ（例えば、回転翼羽根ピッチ角変化エフ
ェクタのような）の制御影響力の下で達成することができる。回転翼１０９の作動及び電
力生成は、流体動力学的装置１００が、定格電力深度を追跡して再捕捉すること、又は指
定部分電力深度を追跡することを可能にする深度変更処理を含む電力制御処理の実行中に
発生する。電力制御処理は、例えば、最大圧壊深度又は最小近水面深度を超える可能性が
ある超高速海流又は超低速海流のいずれかのイベントによって意図せずに停止される可能
性がある。電力制御処理は、例えば、厳しい気象イベントの通過、絶滅危惧種の通過、又
は他のそのようなイベントを許容するために意図的に停止し、休止処理を起動することが
できる。より高いレベルの予測及び／又は補正制御に向けてＡＤＣＰ問い合わせを使用す
ることができる。
【０１０４】
　図５は、本発明の開示の原理によるＴＨＯＲコントローラ５００のパラメータ表現の例
を示している。先に上述のように、ＴＨＯＲコントローラは、流体動力学的装置１００に
搭載されるように設けることができ、更に、各流体動力学的装置１００は、例えば、海流
ファームアレイ内に設けることができる。ＴＨＯＲコントローラ５００は、例えば、装置
感知パラメータ５１０及びシステム感知パラメータ５３０を含む様々な入力パラメータを
含む。ＴＨＯＲコントローラ５００は、基地局（例えば、中央指令局及び制御施設のＴＨ
ＯＲ　ＨＱ）から外部指令又は割り込み指令５４０を受信することができる。
【０１０５】
　ＴＨＯＲコントローラ５００は、コンピュータ（図示せず）を含み、これは、感知パラ
メータ及び指令５４０を受け取り、次に、本発明の開示の方法を感知パラメータ５１０、
５２０の値及び指令５４０を用いて実施することができ、それによって例えば可変重量エ
フェクタ５５１、可変揚力エフェクタ５５２、可変抗力エフェクタ５５３、回転翼羽根ピ
ッチ角変化エフェクタ５５４のようなエネルギ変換器変化エフェクタ、及び／又は他のエ
フェクタ５５５を含むことができる複数のエフェクタ５５０における変化を流体動力学的
装置１００が本発明の開示の方法によって定められた通りに作動するような方式及びマグ
ニチュードで達成する。更に、エフェクタ５５０の変化に応じた流体動力学的装置１００
の移動及び作動に基づいて、装置感知パラメータ５１０における新しい値をＴＨＯＲコン
トローラ５００に与えることができ、ＴＨＯＲコントローラ５００は、流体動力学的装置
１００の本発明の開示の方法への作動の準拠を更に強制するために、エフェクタ５５０に
対する更に別の変化を命令することができる。
【０１０６】
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　例えば、発電機電力出力レベルパラメータ５１１、自由流線流速パラメータ５１２、ピ
ッチ、ロール、及びヨーの角度及び速度のパラメータ５１３、深度パラメータ５１４、係
留索張力パラメータ５１５、バラストタンク水レベルパラメータ５１６、取付角パラメー
タ５１７、開き抗力フラップ偏向角パラメータ５１８、ＡＤＣＰデータパラメータ５１９
、並びに他の装置感知パラメータ５２０を含む流体動力学的装置１００上に存在するセン
サを通じて取得することができる装置感知パラメータ５１０のいくつかの例を図５に列記
している。
【０１０７】
　例えば、配電網ステータスパラメータ５３１及び他のシステム感知パラメータ５３２を
含む流体動力学的装置１００と遠隔に設けられたセンサを通じて取得することができるシ
ステム感知パラメータ５３０のいくつかの例を図５に列記している。システム感知パラメ
ータ５３０は、例えば、海流ファームアレイの全体ステータスを継続的に認識していると
することができる基地局から受信することができる。ＴＨＯＲ　ＨＱ５４０は、海流ファ
ームアレイ内の各流体動力学的装置１００の搭載主コントローラに通信リンクを通じて接
続することができる。基地局（例えば、ＴＨＯＲ　ＨＱ５４０）は、アレイ内の流体動力
学的装置１００のいずれか又は全てに対して外部指令を出すことができる。外部指令は、
例えば、電力制御調整係数５４３、割り込み指令５４４、及び／又は他の外部指令５４５
を含むことができる。外部指令５４０は、保守点検船舶が１つ又はそれよりも多くの流体
動力学的装置１００に対して出すことができる。更に、ＴＨＯＲ　ＨＱ５４０は、海流フ
ァームアレイ全体に対するターゲット統合電力出力レベルを調整し、設定することができ
る統合電力制御プロトコル５４１を実行することができる。ＴＨＯＲ　ＨＱ５４０は、統
合電力制御プロトコル５４１を運用管理するために、海洋ファームアレイ内の流体動力学
的装置１００の全ての合計からの統合電力出力レベルを測定することができる主メーター
５４２の示度をモニタすることができる。
【０１０８】
　ＴＨＯＲコントローラ５００は、例えば、汎用装置制御処理（又はプロトコル）５０２
、潜水処理（又はプロトコル）５０３、浮上処理（又はプロトコル）５０４、休止処理（
又はプロトコル）５０５、回転翼係合移行処理（又はプロトコル）５０６、回転翼係合解
除移行処理（又はプロトコル）５０７、深度変更処理を有する電力制御処理（又はプロト
コル）５０８、及びＡＤＣＰ問い合わせ処理（又はプロトコル）５０９を含む処理構成要
素を有することができる個々の装置制御処理（又はプロトコル）５０１を実行することが
できる。各流体動力学的装置１００の作動挙動が上述の処理に従うように作用し、かつ変
更するために、複数のエフェクタ５５０からの様々なエフェクタが使用される。本明細書
では、例えば、可変重量調節に対してバラストタンクを排水及び注水する段階、可変揚力
調節に対して流体力学的翼の取付角を変更する段階、及び可変抗力調節に対して開き抗力
フラップを同時に外向きに偏向させる段階を含むエフェクタ５５０の例を開示したが、本
発明の開示の方法による各流体動力学的装置１００の作動を実施するのに、本発明の開示
の範囲又は精神から逸脱することなく、重量、揚力、及び抗力をもたらすことができるあ
らゆる機構を使用することができる。
【０１０９】
　図６は、本発明の開示の原理による海流ファームアレイにおける統合電力出力を制御す
るための統合電力制御処理６００の例を示している。統合電力制御処理６００は、例えば
、遠隔地からＴＨＯＲ　ＨＱが運用管理することができる。ＴＨＯＲ　ＨＱは、流体動力
学的装置ファームアレイ全体、又は例えば１つ又はそれよりも多くの個別流体動力学的装
置のような部分集合に対してターゲット統合電力出力レベルを指定することができる。タ
ーゲット統合電力出力レベルは、様々な作動の利点を得るために時々に変更することがで
きる。
【０１１０】
　一般的には、ターゲット統合電力出力レベルは、海流ファームアレイ全体に対して設定
することができる。アレイ内の各流体動力学的装置１００には、０と１を含む０と１の間
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に値を有する電力調整係数（Ｋｉ）を個別に割り当てることができる。各流体動力学的装
置１００は、割り当て電力調整係数Ｋｉと各流体動力学的装置１００の定格電力出力レベ
ルとの積に等しい量で電力を発生させるために、電力制御処理を含む本発明の開示の方法
を使用することができる。自由流線海流条件は時々に変化し、それによってアレイ全体の
統合電力出力レベルが変化する可能性があるので、各流体動力学的装置１００は、割り当
て電力出力レベルを発生させ、それによって海流ファームアレイ全体の実際統合電力出力
レベルがターゲット統合電力出力レベルに等しくなるように本発明の開示の方法に基づい
て自らを再調節することができる。計測値とターゲット値とが等しいままに留まるか又は
許容範囲に留まるようにこの処理を繰り返すことができる。
【０１１１】
　図６を参照すると、最初に、実際電力出力レベルＰ統合を判断するためにアレイ内の各
流体動力学的装置の電力出力レベルが加え合わせられる（段階６０１）。実際統合電力出
力レベルＰ統合は、図５を参照して説明した主メーター出力レベルによって与えられるシ
ステムレベル情報と共に、ターゲット統合電力レベルと比較することができる（段階６０
２）。実際電力出力レベルＰ統合がターゲット値と等しい場合（段階６０２において「Ｙ
ＥＳ」）は、いかなるアクションも取られずに段階６０１が繰り返される。実際統合電力
出力レベルＰ統合とターゲット値が等しくなかった場合（段階６０２において「ＮＯ」）
は、アレイ内の各流体動力学的装置１００に電力調整係数Ｋｉが割り当てられ、又は割り
当て直され、電力調整係数Ｋｉは、ＴＨＯＲ　ＨＱから各流体動力学的装置１００に付随
するＴＨＯＲコントローラ５００に通信リンク（図示せず）を通じて送信される（段階６
０３）。
【０１１２】
　各ＴＨＯＲコントローラは、それぞれの流体動力学的装置の電力出力レベルが、割り当
て電力調整係数Ｋｉと各装置の定格電力との積に等しくなるように汎用個別制御処理７０
０（例えば、図７に示している）を開始することができる（段階６０４及び６０５）。処
理６００は繰り返され、段階６０１を再度実施することができる。いくつかの事例では、
自由流線海流条件が変化過程にあるから、実際統合電力出力レベルは、個々の流体動力学
的装置が新しい自由流線海流条件に調節し直す際に変動する可能性がある。本発明の開示
の範囲又は精神から逸脱することなく、実際統合電力出力レベルとターゲット統合電力出
力レベルとのより迅速な収束をもたらすために、様々な進み／遅れ制御技術、予測／補正
制御技術、又は他の公知の制御技術を含むより高次のアルゴリズムを図６で説明した統合
電力制御プロトコルに追加することができる。
【０１１３】
　図７は、海流ファームアレイ内の個々の流体動力学的装置を制御するための汎用個別制
御処理７００の例を示している。汎用個別制御処理７００は、例えば、海流ファームアレ
イ内の各個々の流体動力学的装置に付随するＴＨＯＲコントローラが実施することができ
る。汎用個別制御処理７００の実行中に、いずれかの時点で１つ又はそれよりも多くの障
害又は指令を受信する可能性があり、それによってＴＨＯＲコントローラは処理を中断し
、それに続いてこれらの障害又は指令に適時又は即時に応答する。
【０１１４】
　一般的に、流体動力学的装置は、先行して検出された障害条件（段階７０１）又は別の
タスクを達成するように出された指令（段階７０５）がない限り、割り当て電力調整係数
Ｋｉを用いて（段階７１５）、深度変更処理を含む電力制御処理を実質的に常時実施して
いる（段階７１１）。個々の装置の障害又はシステム障害が判断された場合（段階７０１
において「ＹＥＳ」）は、ＴＨＯＲコントローラは、回転翼を外して（段階７０２）、流
体動力学的装置を水面又は他の指定深度まで浮上させ（段階７０３）、障害条件が解消さ
れるまで休止条件に留まることができる（段階７０４）。
【０１１５】
　各流体動力学的装置に付随するＴＨＯＲコントローラは、潜水、浮上、休止、及び／又
はＡＤＣＰ問い合わせを含む様々な指令を実行することができる。指令は、例えば、ＴＨ
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ＯＲ　ＨＱによって出されるか、又は以下に説明するようにＴＨＯＲコントローラが内部
で発生させることができる。潜水、浮上、休止、及びＡＤＣＰ問い合わせという指令は全
て、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、可変抗力エフェクタ、及び／又は回転翼
羽根ピッチ角変化エフェクタのようなエネルギ変換器変化エフェクタの制御影響力の下で
回転翼が係合解除非作動条件にある時に実行することができる。回転翼は、電力制御プロ
トコルに入る直前に作動条件に係合することができ（段階７１４）、電力制御プロトコル
（段階７１３）を終了した直後に非作動条件に外すことができる。実質的に全ての他の時
点において、回転翼を流れから外して非作動にすることができる。回転翼は、回転翼係合
移行プロトコルを用いて係合させることができる（段階７１４）。回転翼は、回転翼係合
解除移行プロトコルを用いて係合解除することができる（段階７０２、７０７、７１０）
。
【０１１６】
　図７を参照すると、ＴＨＯＲコントローラは、個々の装置の障害又はシステム障害に関
してモニタリングを行うことができる（段階７０１）。個々の装置の障害又はシステム障
害が発生したことが判断された場合（段階７０１において「ＹＥＳ」）は、ＴＨＯＲコン
トローラは、回転翼係合解除移行プロトコルを実施することによって回転翼を係合解除す
る（段階７０２）。更に、ＴＨＯＲコントローラは、浮上プロトコル７０３を用いて流体
動力学的装置を水面又は指定深度まで浮上させ（段階７０３）、休止プロトコルを実行し
て（段階７０４）、割り込みが完了するか又は更に継続する作動的命令が受信されるまで
流体動力学的装置に休止電力で待機させることができる。
【０１１７】
　更に、ＴＨＯＲコントローラは、ＴＨＯＲ　ＨＱからの指令に関して通信リンクをモニ
タすることができ、又はＴＨＯＲコントローラは、独自の指令を発生させることができる
（段階７０５）。潜水指令を受信したと判断した場合は（段階７０５において「ＹＥＳ」
）、ＴＨＯＲコントローラは、潜水プロトコルを実行することができ（段階７０６）、そ
れによって流体動力学的装置が定格速度深度まで潜降するという結果を首尾良く得ること
ができる。潜水プロトコルが失敗し、定格速度深度に達することができなかった場合は（
段階７０６）、ＴＨＯＲコントローラは、所定の深度において流体動力学的装置を休止プ
ロトコルに入れて（段階７０９）、ＡＤＣＰ問い合わせプロトコル（図示せず）の更に別
の実施を含めることができる。
【０１１８】
　浮上指令が受け取られたと判断された場合は（段階７０５において「ＹＥＳ」）、ＴＨ
ＯＲコントローラは、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、可変抗力エフェクタ、
及び／又は回転翼羽根ピッチ角変化エフェクタのようなエネルギ変換器変化エフェクタの
制御影響力の下で、回転翼が依然として係合解除非作動条件にない時には回転翼係合解除
移行プロトコルを実行することができ（段階７０７）、それに浮上プロトコルの実施が続
き（段階７０８）、流体動力学的装置を水面又は所定の深度まで増大させ、更に、任意的
なＡＤＣＰ問い合わせプロトコル（図示せず）を含めることができる休止プロトコルの実
施が続き（段階７０９）、流体動力学的装置に水面、指定深度、又は指定自由流線流速が
発生する深度で待機させる。流体動力学的装置は、その後の外部発生指令又は内部発生指
令によって終了されるまで、電力を生成することなく休止プロトコル（段階７０９）を実
施し続けることができる。
【０１１９】
　休止指令が受け取られたと判断された場合は（段階７０５において「ＹＥＳ」）、ＴＨ
ＯＲコントローラは、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、可変抗力エフェクタ、
及び／又は回転翼羽根ピッチ角変化エフェクタのようなエネルギ変換器変化エフェクタの
制御影響力の下で、回転翼が依然として係合解除非作動条件にない時には回転翼係合解除
移行プロトコルを実行することができ（段階７１０）、それに、図１４に示している任意
的なＡＤＣＰ問い合わせプロトコルを含めることができる休止プロトコルの実施が続き（
段階７１１）、流体動力学的装置に、指定深度又は指定自由流線流速が発生する深度で電
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力生成を伴わずに待機させる。流体動力学的装置は、その後の外部発生指令又は内部発生
指令によって終了されるまで休止プロトコルを実施し続けることができる。
【０１２０】
　ＴＨＯＲコントローラがいかなる障害も判断せず又は受信せず（段階７０１において「
ＮＯ」）、かついかなる差し迫った指令又は未実行指令も判断しなかった又は受信しなか
った場合は（段階７０５において「ＮＯ」）、ＴＨＯＲコントローラは、回転翼が係合し
ているか否かを判断することができる（段階７１２）。ＴＨＯＲコントローラが、回転翼
が係合解除非作動条件にあり、回転翼羽根ピッチ角が完全にフェザリングされていると判
断した場合は（段階７１２において「ＮＯ」）、ＴＨＯＲコントローラは、流体動力学的
装置が定格速度深度にあり、かつ回転翼係合移行プロトコルを実行すると判断することが
できる（段階７１４）。ＴＨＯＲコントローラが、回転翼が係合していると判断した場合
（段階７１２において「ＹＥＳ」）、又は回転翼係合移行プロトコルの実施によって回転
翼が係合した場合は（段階７１４）、ＴＨＯＲコントローラは、電力制御プロトコルを実
行することができ（段階７１３）、それによって流体動力学的装置に定格電力深度を追跡
させて再捕捉させ、割り当て電力調整係数が１という値を有する場合は（段階７１５）、
この間に長期間にわたって定格電力が生成される。割り当て電力調整係数が１よりも小さ
い値を有する場合には、電力制御プロトコル（段階７１３）は、流体動力学的装置に対し
て一般的に定格電力深度よりも深い深度とすることができる指定部分電力深度を追跡させ
て再捕捉させることができる。流体動力学的装置は、障害条件によって中断される（段階
７０１において「ＹＥＳ」）又は割り込み指令によって中断される（段階７０５において
「ＹＥＳ」）まで定格電力深度において電力制御プロトコル（段階７１３）を実施し続け
ることができる。
【０１２１】
　図８は、深度変更処理を含む流体動力学的装置を制御するための電力制御処理（又はプ
ロトコル）８００の例を示している。電力制御処理８００は、時間のうちの大部分におい
てＴＨＯＲコントローラが実施することができ、割り当て電力調整係数が実質的に１に等
しい場合は、流体動力学的装置に定格電力深度を追跡させて再捕捉させるか、又はほぼ１
よりも小さい電力調整係数に対応して指定部分電力深度を追跡させて再捕捉させる。各場
合に、ターゲット電力設定は、流体動力学的装置の公称電力定格と割り当て電力調整係数
との積とすることができる。
【０１２２】
　図８を参照すると、ＴＨＯＲコントローラは、例えば、ＴＨＯＲ　ＨＱから電力調整係
数を受信した後に電力制御処理８００を開始することができる（段階８０１）。ＴＨＯＲ
コントローラは、ターゲット電力設定Ｋｉ・Ｐ定格から生成中の実際電力Ｐ実際を差し引
いたものに基づいて電力誤差信号Ｅｒｒを計算することができる（段階８０２）。電力誤
差信号Ｅｒｒがほぼゼロに等しい場合は（段階８０２においてＥｒｒ＝０）、実際電力Ｐ

実際がターゲット電力設定Ｋｉ・Ｐ定格に等しいと判断することができ、下流で偏流して
エネルギ変換器捕捉区域上に流入する可能性があり、これが電力変換効率を低減する可能
性がある後流外乱を最小にするために、可変揚力エフェクタの代わりに可変重量エフェク
タを用いて（段階８０４）多少の重量を場合によって利用することを除いてはいかなるア
クションも取られない（段階８０３）。
【０１２３】
　可変重量エフェクタが１つ又はそれよりも多くのバラストタンクを含み、可変揚力エフ
ェクタが流体力学的翼を含み、電力制御誤差信号Ｅｒｒがゼロであると判断された場合は
（段階８０２においてＥｒｒ＝０）、ＴＨＯＲコントローラはいかなるアクションも取る
必要がなく、継続作動を許す（段階８０３）。バラストタンクがバラスト水を注入するか
又は排出するかのいずれかの余地を依然として有しており、取付角が依然としてゼロでは
ない場合には、下流で偏流してエネルギ変換器捕捉区域上に流入する可能性があり、これ
が作動中の回転翼のエネルギ変換性能を低減する可能性がある翼の後縁からの後流又は流
れの傾斜を最小にするために、ＴＨＯＲコントローラは、翼によって保持される揚力又は
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下向き力を軽減するように翼の揚力（又は翼の下向き力）をバラスト水の重量と交換する
ことができる（段階８０４）。
【０１２４】
　電力誤差信号Ｅｒｒがゼロよりも大きいと判断され（段階８０２においてＥｒｒ＞０）
、ターゲット電力設定Ｋｉ・Ｐ定格が生成中の実際電力Ｐ実際よりも大きいことを示す場
合には、ＴＨＯＲコントローラは、流体動力学的装置に深度調節を行わせ、この場合、恐
らく浮上させる（段階８１０）。ＴＨＯＲコントローラは、電力誤差信号Ｅｒｒがゼロに
低減するまで流体動力学的装置の深度を調節するために、例えば、可変揚力エフェクタ及
び可変重量エフェクタそれぞれによって揚力（段階８１１）及び重量（段階８１３）を調
節することができる。特に、ＴＨＯＲコントローラは、可変揚力エフェクタ（例えば、翼
）が正の最大値にないと判断した（段階８１１において「ＮＯ」）後に、可変揚力エフェ
クタの下向き力（例えば、取付角）を正の最大値まで増大させる（段階８１２）ことによ
って流体動力学的装置に深度調節させることができる。可変揚力エフェクタの制御影響力
を使い果たし（段階８１１において「ＹＥＳ」）、かつ電力誤差信号Ｅｒｒが依然として
ゼロよりも大きい場合には、可変重量エフェクタ（例えば、１つ又はそれよりも多くバラ
ストタンク）の制御影響力を使い果たしているか否かの判断を行うことができる（段階８
１３）。可変重量エフェクタの制御影響力を使い果たしていないという判断が行われた場
合は（例えば、バラスト水が最低値にない）（段階８１３において「ＮＯ」）、電力誤差
信号Ｅｒｒがゼロに達するまで可変重量エフェクタを使用することができる（例えば、バ
ラスト水を排出される）（段階８１４）。しかし、可変重量エフェクタの制御影響力を使
い果たしているという判断が行われた場合は（段階８１３において「ＹＥＳ」）、流体動
力学的装置の実際深度が最小キャビテーション深度よりも小さいか否かの判断を行うこと
ができる（段階８１５）。実際深度が最小キャビテーション深度よりも大きいか又はそれ
に等しいという判断が行われた場合は（段階８１５において「ＮＯ」）、流体動力学的装
置を部分電力設定で作動させることができる（段階８１６）。
【０１２５】
　電力誤差信号Ｅｒｒがゼロよりも大きい条件に留まっている場合には、有意な浮上が発
生した可能性があり、流体動力学的装置は水面の近くにある可能性がある。この場合、超
低速海流のイベントが発生している可能性が高いとすることができる。流体動力学的装置
が最小回転翼キャビテーション深度よりも下に留まっている場合は（段階８１５において
「ＮＯ」）、流体動力学的装置は、定格電力よりも低く、かつ電力調整係数が１よりも小
さい場合に（段階８０１）指定部分電力設定よりも低い可能性がある部分電力設定で作動
し続けることができる（段階８１６）。
【０１２６】
　流体動力学的装置が最小回転翼キャビテーション深度を超えて増大した場合は（段階８
１５において「ＹＥＳ」）、ＴＨＯＲコントローラは、電力制御処理８００の実施を中断
することができ、次に、回転翼係合解除移行処理を実行することができ（段階８３０）、
それに休止処理（段階８３１）、更にＡＤＣＰ問い合わせ処理（段階８３２）が続く。Ａ
ＤＣＰ問い合わせ処理は、垂直水柱を探査して自由流線流速が継続的な電力生成に好まし
い時を判断するために、搭載ＡＤＣＰを使用することができる。
【０１２７】
　電力誤差信号Ｅｒｒがゼロよりも小さいと判断されて（Ｅｒｒ＜０）、ターゲット電力
設定Ｋｉ・Ｐ定格が生成中の実際電力Ｐ実際よりも低いことを示す場合には、ＴＨＯＲコ
ントローラは、流体動力学的装置に深度調節を行わせ、この場合、恐らく潜降させる（段
階８２０）。ＴＨＯＲコントローラは、電力誤差信号Ｅｒｒがゼロに低減するまで流体動
力学的装置の深度を調節するために、例えば、可変揚力エフェクタ及び可変重量エフェク
タそれぞれによって揚力（段階８２１）及び重量（段階８２３）を調節することができる
。特に、ＴＨＯＲコントローラは、可変揚力エフェクタ（例えば、翼）が負の最大値にな
いと判断した（段階８２１において「ＮＯ」）後に、可変揚力エフェクタの揚力を低減す
る（例えば、翼の取付角を低減する）（段階８２２）ことによって流体動力学的装置に深
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度調節させることができる。可変揚力エフェクタの制御影響力を使い果たしており（段階
８２１において「ＹＥＳ」）、電力誤差信号Ｅｒｒが依然としてゼロよりも大きい場合に
は、可変重量エフェクタ（例えば、１つ又はそれよりも多くバラストタンク）の制御影響
力を使い果たしているか否かの判断を行うことができる（段階８２３）。可変重量エフェ
クタの制御影響力を使い果たしていないという判断が行われた場合は（例えば、バラスト
水が最大値にない）（段階８２３において「ＮＯ」）、電力誤差信号Ｅｒｒがゼロに達す
るまで可変重量エフェクタを使用することができる（例えば、バラスト水を充填する）（
段階８２４）。しかし、可変重量エフェクタの制御影響力を使い果たしているという判断
が行われた場合は（段階８２３において「ＹＥＳ」）、流体動力学的装置の実際深度が所
定の圧壊深度範囲（例えば、１０メートル以内等）にあるか否かの判断を行うことができ
る（段階８２５）。流体動力学的装置の実際深度が所定の圧壊深度範囲にないという判断
が行われて（段階８２５において「ＮＯ」）、電力誤差信号Ｅｒｒが依然としてゼロでは
ない場合には、定格電力又は指定部分設定を維持するために、電力を低減するように回転
翼羽根を設定することができる（段階８２６）。
【０１２８】
　電力誤差信号Ｅｒｒがゼロよりも小さい条件に留まっている場合には、有意な潜降が発
生した可能性があり、流体動力学的装置は最大構造圧壊深度の近くにある可能性がある。
この場合、超高速海流のイベントが発生している可能性が高いとすることができ、定格電
力又は指定部分設定を維持し、圧壊深度の近くまで潜降するのを回避するために電力を低
減するように回転翼羽根を設定する（段階８２６）ことを必要とする可能性がある。
【０１２９】
　実際深度が所定の圧壊深度範囲、又はそれよりも小さい範囲にあるという判断が行われ
た場合は（段階８２５において「ＹＥＳ」）、ＴＨＯＲコントローラは、電力制御処理８
００の実施を中断して回転翼係合解除移行処理を実行することができ（段階８３０）、そ
れに休止処理（段階８３１）、更にＡＤＣＰ問い合わせ処理（段階８３２）が続く。ＡＤ
ＣＰ問い合わせ処理は、垂直水柱を探査して自由流線流速が継続的な電力生成に好ましい
時を判断するために、搭載ＡＤＣＰを使用することができる。
【０１３０】
　電力制御誤差信号Ｅｒｒがゼロに達すると（段階８０２においてＥｒｒ＝０）、下流で
偏流してエネルギ変換器捕捉区域上に流入する可能性があり、これが電力変換効率を低減
する可能性がある後流外乱を最小にするために、可変重量エフェクタと可変揚力エフェク
タとを調節することができる（段階８０４）。可変重量エフェクタが１つ又はそれよりも
多くのバラストタンクを含み、可変揚力エフェクタが調節可能な翼を含む場合には、取付
角と揚力（又は下向き力）の両方がゼロに近づくように、取付角及び対応する揚力（又は
下向き力）をより少ないバラスト水（又はより多くのバラスト水）と交換することができ
る。重量を揚力と交換することにより、揚力を保持してエネルギ変換器捕捉区域上に衝突
する翼からもたらされた可能性があるいずれの流れ傾斜角又は洗流角も実質的にゼロに低
減することができ、それによって最大エネルギ変換性能が保証される。
【０１３１】
　電力制御処理８００は、例えば、流体動力学的装置の最大構造圧壊深度よりも下への流
体動力学的装置による潜降をＴＨＯＲコントローラに命令させる可能性がある超高速海流
のイベントにおいて強制的に終了させることができる。強制終了は、過度の回転翼羽根キ
ャビテーションをもたらすか又は回転翼羽根に水面を突き破らせて許容不能な状態をもた
らす可能性がある浅い深度への流体動力学的装置による浮上をＴＨＯＲコントローラに命
令させる可能性がある超低速海流のイベントにも発生させることができる。
【０１３２】
　図９は、流体動力学的装置の潜水作動を制御するための潜水処理（又はプロトコル）９
００の例を示している。潜水処理９００は、流体動力学的装置を定格速度深度まで深度に
おいて潜降させるために、例えば、ＴＨＯＲコントローラ上に実施することができる。潜
水処理９００は、係合解除非作動条件において可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ
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、可変抗力エフェクタ、及び／又は回転翼羽根ピッチ角変化エフェクタのようなエネルギ
変換器変化エフェクタの制御影響力を用いて実施することができる。潜水処理９００は、
流体動力学的装置が定格速度深度又は許容範囲で定格速度深度に近い深度に達した時に正
常に終了することができる。潜水処理９００は、定格速度深度又は定格速度深度に近い深
度に到達しなかった場合に不成功に終了する可能性がある。
【０１３３】
　一般的に、潜水処理９００は、半潜水水面条件又はいずれかの暫定深度から始めて潜降
をもたらすために、最初に可変抗力エフェクタの制御影響力を使用することができる。定
格速度深度に到達しておらず、可変抗力エフェクタの制御影響力を使い果たした場合には
、下向き力を発生させて更なる潜降をもたらすために可変揚力エフェクタを使用すること
ができる。可変抗力エフェクタと可変揚力エフェクタの両方の制御影響力を使い果たし、
定格速度深度に依然として到達しない場合には、更なる潜降をもたらすために、可変重量
エフェクタを使用することができる。可変抗力エフェクタ、可変揚力エフェクタ、及び可
変重量エフェクタという３つ全ての制御影響力を使い果たし、定格速度深度に依然として
到達しない場合には、超低速海流のイベントが発生している可能性が高いとすることがで
き、潜水処理９００を終了することができ、ＴＨＯＲコントローラは、休止処理１３００
（例えば、図１４に示している）を起動することができる。
【０１３４】
　可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、及び／又は可変抗力エフェクタの影響力を
使用する潜水処理中に定格速度深度に到達し、定格速度深度が、流体動力学的装置の最大
構造圧壊深度になく、その近くになく、又はそれよりも下になく、係留索張力制限を超え
ていない場合には、潜水プロトコルは、流体動力学的装置をこの定格速度深度に送達した
後に正常に終了することができる。潜降処理中に流体動力学的装置が最大構造深度の１０
メートル前後の範囲に達した場合、又は係留索構造張力制限を超えた場合には、超高速海
流のイベントが発生している可能性が高いとすることができ、ＴＨＯＲコントローラは、
潜水処理９００を中断して浮上処理１０００（図１０００に示している）を起動すること
ができ、それに休止処理１３００（図１３に示している）の実施が続く。
【０１３５】
　図９を参照すると、最初に実際実時間自由流線流速が識別され、定格速度と比較される
（段階９０１）。この速度が同じ場合は（段階９０１において「ＹＥＳ」）、潜水は成功
したと見なされて完了し（段階９０２）、同じではない場合には、ＴＨＯＲコントローラ
は、垂直水柱を探査して深度による自由流線流速の変化を識別し、図１４を参照して説明
する追加情報を提供するためにＡＤＣＰ問い合わせ要求を出すことができる（段階９０２
において「ＮＯ」、次に、段階９０３）。流体動力学的装置は、定格速度が発生する定格
速度深度まで潜降し続けることができる（段階９０４）。
【０１３６】
　流体動力学的装置は、例えば、可変抗力エフェクタが最大抗力条件にない（例えば、抗
力フラップが最大位置まで広がっていない）と判断した後に（段階９０５において「ＮＯ
」）、可変抗力エフェクタ（例えば、開き抗力フラップ）を高抗力条件に最初に展開させ
る（又は増分する）（段階９０６）ことにより、潜降させることができる。可変抗力エフ
ェクタが最大抗力条件にあり、又はこの条件に達して（例えば、開きフラップが最大偏向
に達して）（段階９０５において「ＹＥＳ」）、定格速度深度に到達していない場合には
、可変揚力エフェクタが最大下向き力条件（例えば、取付角が負の最大角度にある）にな
いと判断した後に（段階９０７において「ＮＯ」）、可変揚力エフェクタ（例えば、可変
取付角を有する流体力学的翼）をより大きい負の値に調節する（段階９０８）ことによっ
て更なる潜降を提供することができる。可変揚力エフェクタ（例えば、翼）が最大下向き
力条件（例えば、負の最大取付角）にあり、又はこの条件に達して（段階９０７において
「ＹＥＳ」）、定格速度深度に到達していない場合には、可変重量エフェクタが最大重量
条件（例えば、バラストタンクが満杯である）にないと判断した後に（段階９０９におい
て「ＮＯ」）、重量を増加させる（例えば、バラストタンクを漸次充填する）ように可変
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重量エフェクタ（例えば、バラストタンク）を調節することができる（段階９１０）。
【０１３７】
　可変抗力エフェクタ、可変揚力エフェクタ、及び可変重量エフェクタという３つ全ての
制御影響力を使い果たしており（段階９０５において「ＹＥＳ」、段階９０７において「
ＹＥＳ」、段階９０９において「ＹＥＳ」）、定格速度深度に到達していない場合には、
超低速海流のイベントが発生している可能性が高いとすることができ、潜水処理は失敗し
て終了する可能性があり（段階９１２）、ＴＨＯＲコントローラは、いかなる電力生成も
伴わずに待機して異常な超低速海流のイベントをやり過ごすための手段として休止処理１
３００を起動する（段階９１１）。
【０１３８】
　可変抗力エフェクタ、可変揚力エフェクタ、及び可変重量エフェクタが段階的に作動さ
れる潜水処理９００中には、事前設定限界を超えないように流体動力学的装置の実際深度
をモニタすることができ（段階９２０）、更に、係留索における張力をモニタすることが
できる（段階９２１）。事前設定限界を超えた場合、又は危険な程接近した場合は（段階
９２０において「ＹＥＳ」又は段階９２１において「ＹＥＳ」）、超高速海流のイベント
が発生している可能性が高いとすることができ、潜水処理は失敗して終了する可能性があ
り（段階９２４）、ＴＨＯＲコントローラは、浮上処理１０００を起動し（段階９２２）
、それに、待機して異常なイベントをやり過ごすための手段としての休止処理１３００が
続く（段階９２３）。潜水処理９００は、流体動力学的装置が定格速度深度又は許容範囲
で定格速度深度に近い深度に達した場合に正常な完了に達することができる。
【０１３９】
　図９には示していないが、可変抗力エフェクタ、可変揚力エフェクタ、及び可変重量エ
フェクタの適用後に流体動力学的装置が潜降して定格速度深度よりも若干上の深度で安定
することを可能にすることができる。潜水処理９００が失敗して終了する（段階９２４）
のではなく、回転翼係合移行処理１１００（図１１に示している）を起動することができ
、それによって回転翼羽根ピッチ角が作動条件に近づく時に回転翼の抗力が増大するので
、流体動力学的装置が定格速度深度に達するように更なる潜降をもたらす水中引き込み力
を増大させることができる。
【０１４０】
　図１０は、流体動力学的装置の浮上を制御するための浮上処理（又はプロトコル）１０
００の例を示している。浮上処理１０００は、水面又は他の指定深度への流体動力学的装
置の浮上をもたらすために、例えば、ＴＨＯＲコントローラ上に実施することができる。
浮上処理１０００は、回転翼が係合解除非作動条件にある場合に可変重量エフェクタ、可
変揚力エフェクタ、及び可変抗力エフェクタの制御影響力を用いて実施することができる
。浮上処理１０００は、流体動力学的装置が指定深度に達した場合に正常に終了すること
ができる。浮上処理１０００は、例えば、指定深度に到達することができない場合に障害
条件で失敗して終了する可能性がある。
【０１４１】
　一般的に、浮上処理１０００は、流体動力学的装置を浮上させる上で、最初に可変揚力
エフェクタの制御影響力を使用することができる。指定深度に到達せずに可変揚力エフェ
クタの制御影響力を使い果たした場合には、更なる浮上をもたらすために可変重量エフェ
クタを使用することができる。可変揚力エフェクタと可変重量エフェクタの両方の制御影
響力を使い果たし、指定深度に依然として到達しない場合には、更なる浮上をもたらすた
めに可変抗力エフェクタを使用することができる。可変揚力エフェクタ、可変重量エフェ
クタ、及び可変抗力エフェクタの全てが有する制御影響力を使い果たし、指定深度に依然
として到達せず、浮上速度が実質的にゼロに達した場合には、流体動力学的装置は正の浮
力を有するので、極めて重大な障害が発生した可能性が高いとすることができる。このイ
ベントでは、ＴＨＯＲコントローラは、基地局（ＴＨＯＲ　ＨＱ）に保守点検職員を派遣
するように信号を送信することができる。上述の浮上処理中に、事前設定浮上速度又は事
前設定係留索張力を超えた場合には、事前設定限界を超える原因となった直前のアクショ
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ンを取り除くために、直前の制御推移を取り消す（逆戻りさせる）ことができる。
【０１４２】
　図１０を参照すると、最初に流体動力学的装置の実際実時間深度を識別して、指定深度
と比較することができる（段階１００１）。指定深度に到達していない場合は（段階１０
０１において「ＮＯ」）、図１４を参照して説明する追加情報を提供するために、ＡＤＣ
Ｐ問い合わせ要求１００３を出すことができ（段階１００３）、到達した場合には、浮上
処理１０００は、正常に終了することができる（段階１００１において「ＹＥＳ」、次に
、段階１００２）。流体動力学的装置は、指定深度まで浮上し続けることができる（段階
１００４）。可変揚力エフェクタが最大揚力条件（例えば、最大取付角）に達していない
と判断した後に（段階１００５において「ＮＯ」）、流体動力学的装置の揚力を増大させ
るように、可変揚力エフェクタ（例えば、翼）を徐々に調節することができる（例えば、
迎角を増大させるために取付角を正の値に漸次的に増大させる）（段階１００６）。
【０１４３】
　実際深度が指定深度に達しておらず、（段階１００１において「ＮＯ」）、最大揚力条
件に達した場合に（段階１００５において「ＹＥＳ」）、可変重量エフェクタ（例えば、
１つ又はそれよりも多くのバラストタンク）が依然として最低条件（例えば、バラスト水
が最低値にある）ではないならば（段階１００７において「ＮＯ」）、可変重量エフェク
タが徐々に調節される（例えば、バラストタンクからバラスト水が徐々に排出される）（
段階１００８）。
【０１４４】
　実際深度が指定深度と依然として等しくなく（段階１００１において「ＮＯ」）、可変
抗力エフェクタ（例えば、開き抗力フラップ）が依然として抗力なし条件又は低抗力条件
にない場合は（段階１００９において「ＮＯ」）、抗力を軽減しながら可変抗力エフェク
タを徐々に減分することができ（例えば、開き抗力フラップが閉じられる）（段階１０１
０）、それによって水中引き込み力によって与えられる見かけ重量が低減し、更なる浮上
がもたらされる。
【０１４５】
　実際深度が指定深度に依然として等しくない場合には、流体動力学的装置が正の浮力を
有するので、極めて重大な障害が発生した可能性が高いとすることができる。このイベン
トでは、ＴＨＯＲコントローラは、ＴＨＯＲ　ＨＱに保守点検職員を派遣するように信号
を送信することができる。浮上処理１０００中には、指定最大浮上速度又は指定最大張力
値が事前設定限界を超える原因となった可能性がある以前の制御アクションを逆戻りさせ
ることにより、浮上速度を指定速度よりも低く保つことができ、同様に係留索張力を指定
値よりも低く保つことができる（段階１０２０において「ＹＥＳ」又は段階１０２１にお
いて「ＹＥＳ」、次に、段階１０２２）。浮上処理１０００は、実際深度が指定深度と等
しくなった時に正常に完了することができる（段階１００１において「ＹＥＳ」、次に、
段階１００２）。
【０１４６】
　図１１は、回転翼を係合するための回転翼係合移行処理（又はプロトコル）１１００の
例を示している。回転翼係合移行処理は、例えば、ＴＨＯＲコントローラが実施すること
ができる。回転翼係合移行処理１１００は、例えば、潜水処理９００（図９に示している
）の正常な完了に続いて、電力制御処理８００（図８に示している）を用いた作動の直前
に起動することができる。一般的に回転翼係合移行処理１１００は、定格速度深度におい
て達成することができる。
【０１４７】
　一般的に、回転翼（変換器）係合移行処理１１００では、回転翼を係合解除非作動条件
から係合作動条件に移行させることができる。この移行は、回転翼羽根が作動ピッチ角に
近づく時に抗力を劇的に増大させ、回転翼作動に付随する抗力及び水中引き込み力が徐々
に増大し、同時に可変抗力エフェクタによってもたらされる抗力を徐々に低減することが
できる。更に、滑らかな差し引きゼロの垂直力移行を両方共に必要とする一定深度での回
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転翼係合移行処理又は一定自由流線流速での回転翼係合移行処理を発生させる速度で、可
変揚力エフェクタによって与えられる下向き力を徐々に低減することができ、同様に可変
重量エフェクタを漸次的に低減することができる。この移行処理１１００中には係留索張
力をモニタすることができ、係留索張力が事前設定限界を超えた場合に制御が実施される
。
【０１４８】
　特に、回転翼係合移行プロトコル１１００は、初期深度及び初期速度を入力として用い
て始めることができる（段階１１０１）。ＴＨＯＲコントローラは、初期深度又は初期速
度に対応する可変深度のいずれかにおいて回転翼係合移行プロトコル１１００を実行する
ことができる。初期速度は、後に説明するように定格速度とすることができる（段階１１
２２）。回転翼羽根が作動条件において完全に係合しておらず（段階１１０２において「
ＮＯ」）、可変抗力エフェクタ（例えば、開き抗力フラップ）が抗力なし条件にない場合
は（段階１１０５において「ＮＯ」）、回転翼羽根ピッチ角が作動条件に向けて進行し続
ける（段階１１０４）時に、抗力エフェクタを抗力なし条件まで徐々に閉じることができ
る（例えば、開き抗力フラップを徐々に内向きに偏向させることができる）（段階１１０
６）。可変抗力エフェクタ（開き抗力フラップ）変化と回転翼羽根ピッチ角変化の間のこ
の抗力交換処理では、この抗力エフェクタの後退（段階１１０６）に寄与することができ
る減少する水中引き込み力は、回転翼羽根ピッチ角の進行（段階１１０４）に寄与するこ
とができる増大する水中引き込み力と共に、垂直力平衡を差し引きゼロに保つことができ
、それによって流体動力学的装置が、初期深度又は初期速度に対応する可変深度に留まる
ことを可能にする。回転翼羽根ピッチ角が完全係合作動ピッチ角に達しておらず（段階１
１０２において「ＮＯ」）、最大揚力条件（例えば、取付角が依然として最大値にない）
に達していない場合は（段階１１０７において「ＮＯ」）、進行する回転翼羽根ピッチ角
（段階１１０４）の増大する抗力に寄与することができる増大する水中引き込み力と、可
変揚力エフェクタの正に増大する揚力（例えば、取付角）（段階１１０８）に寄与するこ
とができる増大する揚力（又は同じく、減少する下向き力）との間で第２の垂直力交換処
理を発生させることができる。回転翼羽根ピッチ角が依然として完全係合作動ピッチ角に
達していない場合は（段階１１０２において「ＮＯ」）、可変重量エフェクタが最小条件
（例えば、バラスト水が最低値にある）にないという判断が行われた後に（段階１１０９
において「ＮＯ」）、進行する回転翼羽根ピッチ角（段階１１０４）の増大する抗力に寄
与することができる増大する水中引き込み力と、可変重量エフェクタが流体動力学的装置
の重量を低減する（例えば、バラストタンク内のバラスト水が排出される）ことによる重
量力の低減との間で第３の垂直力交換処理を発生させることができる。
【０１４９】
　回転翼羽根１１０２が完全に係合した条件に留まっておらず（段階１１０２において「
ＮＯ」）、可変抗力エフェクタが最小又はゼロ抗力条件にあり（段階１１０５において「
ＹＥＳ」）、可変揚力エフェクタが最大揚力条件にあり（段階１１０５において「ＹＥＳ
」）、かつ可変重量エフェクタが最小重量条件にある場合は（段階１１０９において「Ｙ
ＥＳ」）、障害信号を発生させることができる（段階１１１１）。
【０１５０】
　回転翼係合移行処理１１００における上述の垂直力交換処理中には、係留索張力が事前
設定限界を超えないことを保証するために、係留索張力をモニタして（段階１１２０）、
例えば、可変抗力エフェクタによる抗力の減少のような補正アクションと取ることができ
る（段階１１２０において「ＮＯ」、次に、段階１１２１）。図１１で明らかなように、
回転翼係合移行処理１１００が初期深度で発生することを保証するために、初期深度が実
際深度よりも小さいか否かの判断Ｅｒｒを行うことができる（段階１１２２）。この点に
関して、例えば、深度が事前設定限界を超えたと判断された場合は（段階１１２２におい
てＥｒｒ＞０）、事前設定限界を超える原因となった直前の制御推移を削除するために直
前の制御推移を取り消す（逆戻りさせる）ことができ（段階１１２３）、超えなかったと
判断された場合には、直前の制御推移を繰り返すことができる（段階１１２２においてＥ
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ｒｒ＜０、次に、段階１１２４）。段階１１２２における処理は、回転翼係合移行処理１
１００が、初期速度に対応する可変深度において発生することを保証することができる。
回転翼係合移行処理１１００は、例えば、数分間にわたって発生させることができ、自由
流線流速条件がこの同じ期間中に変化する可能性が低いとすると、段階１１２２に表す初
期深度又は初期速度の判断は同一とすることができる。
【０１５１】
　可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、及び可変抗力エフェクタの制御影響力を使
い果たしており、回転翼羽根が係合作動条件に達していない場合は（段階１１０２におい
て「ＮＯ」）、ＴＨＯＲコントローラは、回転翼羽根を係合作動条件に設定することが許
された場合に生じる可能性がある深度変化を判断するために、ＡＤＣＰ問い合わせ要求を
出すことができる。深度変化が許容可能であると見なされた場合には、ＴＨＯＲコントロ
ーラは、初期深度要件又は初期速度要件から逸脱して（１１２２）、係合作動条件への回
転翼羽根の最終ピッチ角変更を完了することができる（段階１１０２において「ＹＥＳ」
、次に、段階１１０３）。回転翼係合移行処理１１００は、回転翼羽根ピッチ角が係合し
て作動しており、かつ可変抗力エフェクタが完全後退抗力なし条件にある時に、正常に完
了することができる（段階１１０２において「ＹＥＳ」、次に、段階１１０３）。
【０１５２】
　図１２は、回転翼を外すための処理回転翼（変換器）係合解除移行処理（又はプロトコ
ル）１２００の例を示している。回転翼係合解除移行処理１２００は、電力制御処理８０
０（図８に示している）の終了に続いて、浮上処理１０００（図１０に示している）又は
休止処理１３００（図１３に示している）の前に起動することができる。一般的に、回転
翼係合解除移行処理１２００は、定格速度深度において達成することができ、又は他の深
度又は自由流線速度において達成することができる。回転翼係合解除移行処理は、例えば
、流体動力学的装置上の回転翼の回転翼係合解除を行うためにＴＨＯＲコントローラが実
施することができる。
【０１５３】
　一般的に、回転翼係合解除移行処理１２００では、回転翼は係合作動条件から係合解除
非作動条件に移行され、それによって回転翼羽根が非作動完全フェザリングピッチ角に近
づく時に抗力を劇的に低減することができる。回転翼作動に付随する抗力及び水中引き込
み力を徐々に低減することができる一方、抗力エフェクタによってもたらされる抗力を徐
々に増分することができる。更に、滑らかな差し引きゼロの垂直力移行を両方共に必要と
する一定深度での回転翼係合解除移行処理１２００又は一定速度に対応する可変深度での
回転翼係合解除移行処理１２００を発生させる速度で、揚力エフェクタによって与えられ
る下向き力を徐々に増大させることができ、同様に重量エフェクタを漸次的に増大させる
ことができる。この移行処理中に、係留索張力をモニタして、係留索張力が事前設定限界
を超えた場合に制御を実行することができる。
【０１５４】
　特に、回転翼係合解除移行処理１２００は、初期深度及び初期速度を入力として用いて
始めることができる（段階１２０１）。ＴＨＯＲコントローラは、初期深度又は初期速度
（段階１２２２）において回転翼係合移行処理１２００を実行することができる。回転翼
羽根が、非作動条件において完全にフェザリング及び係合解除されておらず（段階１２０
２において「ＮＯ」）、可変抗力エフェクタが高抗力条件にない場合は（段階１２０５に
おいて「ＮＯ」）、回転翼羽根ピッチ角が、完全フェザリング非作動条件に向けて減分し
続ける（段階１２０４）時に、可変抗力エフェクタを高抗力条件に徐々に展開させること
ができる（例えば、抗力フラップを徐々に外向きに偏向させることができる）（段階１２
０６）。抗力エフェクタと回転翼羽根ピッチ角の間のこの抗力交換処理では、抗力エフェ
クタによる抗力の増大（段階１２０６）に寄与することができる増大する水中引き込み力
は、回転翼羽根ピッチ角の減分（段階１２０４）に寄与することができる減少する水中引
き込み力と共に、垂直力平衡を差し引きゼロに保つことができ、それによって流体動力学
的装置が一定深度又は一定速度に対応する可変深度に留まることを可能にする。
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【０１５５】
　回転翼羽根ピッチ角が完全フェザリング非作動条件に達しておらず（段階１２０２にお
いて「ＮＯ」）、抗力エフェクタの制御影響力を使い果たしている（例えば、抗力フラッ
プが最大位置まで偏向されている）場合は（段階１２０５において「ＹＥＳ」）、減分す
る回転翼羽根ピッチ角（段階１２０４）の減少する抗力に寄与することができる減少する
水中引き込み力と、揚力エフェクタによって揚力（例えば、取付角）がより大きい負の値
に減少することによる下向き力の増大との間で第２の垂直力交換処理を発生させることが
できる。
【０１５６】
　回転翼羽根ピッチ角が依然として完全フェザリング非作動条件に達しておらず（段階１
２０２において「ＮＯ」）、揚力エフェクタ（例えば、翼）の制御影響力を使い果たして
いる（例えば、取付角が負の最大値にある）場合は（段階１２０７において「ＹＥＳ」）
、減分する回転翼羽根ピッチ角（段階１２０４）の減少する抗力に寄与することができる
減少する水中引き込み力と、重量エフェクタによる重量増加（例えば、バラストタンク内
のバラスト水を増加させる）（段階１２１０）との間で第３の垂直力交換処理を発生させ
ることができる。
【０１５７】
　回転翼羽根ピッチ角が依然として完全フェザリング非作動条件に達しておらず（段階１
２０２において「ＮＯ」）、重量エフェクタの制御影響力を使い果たしている（例えば、
バラスト水が最大値にある）場合は（段階１２０９において「ＹＥＳ」）、障害条件（段
階１２１１）を判断することができる。
【０１５８】
　上述の垂直力交換処理中には、係留索張力が事前設定限界を超えないことを保証するた
めに、係留索張力をモニタすることができ（段階１２２０）、例えば、抗力を減少する（
例えば、抗力フラップの偏向を低減する）（段階１１２０において「ＮＯ」、次に、段階
１２２１）のような補正アクションを取ることができる。図１２で明らかなように、回転
翼係合解除移行処理１２００が初期深度で発生することを保証するために、初期深度が実
際深度よりも小さいか否かの判断Ｅｒｒを行うことができる（段階１２２２）。この点に
関して、例えば、深度が事前設定限界を超えたと判断された場合は（段階１２２２におい
てＥｒｒ＞０）、事前設定限界を超える原因となった直前の制御推移を削除するために直
前の制御推移を取り消す（逆戻りさせる）ことができ（段階１２２３）、超えなかったと
判断された場合には、直前の制御推移を繰り返すことができる（段階１２２２においてＥ
ｒｒ＜０、次に、段階１２２４）。段階１２２２における処理は、代替的に、移行処理１
２００が、一定速度に対応する深度において発生することを速度に基づく誤差信号を使用
することによって保証することができる（段階１２２２）。回転翼係合解除移行処理１２
００は、例えば、数分間にわたって発生させることができ、自由流線流速条件が短い継続
期間中に変化する可能性が低いとすると、段階１２２２に表す一定深度又は一定速度の判
断は同一とすることができる。
【０１５９】
　重量エフェクタ、揚力エフェクタ、及び抗力エフェクタの制御影響力を使い果たしてお
り、回転翼羽根が係合解除非作動条件に達していない場合には、ＴＨＯＲコントローラは
、回転翼羽根を係合解除非作動条件に設定することが許された場合に生じる可能性がある
深度変化を判断するために、ＡＤＣＰ問い合わせ要求を出すことができる。深度変化が許
容可能であると見なされた場合には、ＴＨＯＲコントローラは、段階１２２２の一定深度
要件又は一定速度要件から逸脱して、係合解除非作動条件への回転翼羽根の残りのピッチ
角変更を完了することができる。回転翼係合解除移行処理１２００は、回転翼羽根ピッチ
角が係合解除され、非作動であり、かつ可変抗力エフェクタが高抗力条件まで広げられた
時に正常に完了することができる（段階１２０２において「ＹＥＳ」、次に、段階１２０
３）。
【０１６０】



(42) JP 2012-532267 A 2012.12.13

10

20

30

40

50

　図１３は、流体動力学的装置を実質的にゼロの電力生成に維持するための休止処理（又
はプロトコル）１３００の例を示している。休止処理１３００は、例えば、ＴＨＯＲコン
トローラが実施することができる。休止処理１３００は、電力生成を停止することが有利
である時にはいつでも起動することができ、流体動力学的装置に一定深度又は一定速度に
対応する可変深度で休止又は待機させることができる。休止処理１３００は、ハリケーン
、台風、又は津波などを含む破壊的な気象イベントの通過中に使用することができ、同様
に絶滅の危機に瀕した海洋哺乳動物の通過中に衝突回避を保証するために使用することが
できる。また、休止処理１３００は、超高速又は超低速のイベントのような異常な自由流
線海流のイベント中にＴＨＯＲコントローラによって起動することができる。
【０１６１】
　一般的に、休止プロトコル１３００は、指定された一定のターゲット深度又は一定のタ
ーゲット速度に対応する可変深度に留まるために重量エフェクタ、揚力エフェクタ、及び
抗力エフェクタの制御影響力を使用する。自由流線海流の流れ条件が変化する時に休止条
件のまま浮上してターゲットを追跡するために（段階１３１０）、最初に揚力エフェクタ
の制御影響力を使い果たすことができ（例えば、取付角を最大位置に達するまで増大させ
る）（段階１３１２、段階１３１１において「ＹＥＳ」）、ターゲット深度又はターゲッ
ト速度に到達しなかった場合には、ターゲット深度又はターゲット速度に到達するために
、次に、重量エフェクタの制御影響力を使い果たすことができる（例えば、最低値に達す
るまでバラスト水を排出される）（段階１３１４、段階１３１３において「ＹＥＳ」）。
依然としてターゲットに到達しなかった場合には、ターゲット深度又はターゲット速度に
到達するために、抗力エフェクタの制御影響力を使用することができる（例えば、偏向が
実質的にゼロになるまで抗力フラップの偏向を低減する）（段階１３１６）。浮上速度が
実質的にゼロに等しいか否かの判断を行うことができる（段階１３１７）。浮上速度が実
質的にゼロに等しく（段階１３１７において「ＹＥＳ」）、依然としてターゲットに到達
しておらず、かつ抗力エフェクタを使い果たした場合は（段階１３１５において「ＹＥＳ
」）、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、及び可変抗力エフェクタの制御影響力
に速度又は深度を補償する余地が依然として存在するように、重量、揚力、及び抗力の一
部分を若干低減した後に発生する速度又は深度にターゲット深度又はターゲット速度を設
定し直すことができる（段階１３１８）。
【０１６２】
　自由流線海流の流れ条件が変化する時に休止条件のまま潜降して（段階１３２０）ター
ゲットを追跡するために、最初に抗力エフェクタの制御影響力を使い果たすことができ（
例えば、抗力フラップの偏向を偏向が最大に達するまで増大させる）（段階１３２２、段
階１３２１において「ＹＥＳ」）、ターゲット深度又はターゲット速度に到達しなかった
場合には、ターゲット深度又はターゲット速度に到達するために、次に、揚力エフェクタ
の制御影響力を使い果たすことができる（例えば、取付角を負の最大値に達するまで減分
する）（段階１３２４、段階１３２３において「ＹＥＳ」）。依然としてターゲットに到
達しなかった場合には、ターゲット深度又はターゲット速度に到達するために、重量エフ
ェクタの制御影響力を使用することができる（例えば、バラスト水を増加させる）（段階
１３２６）。
【０１６３】
　依然としてターゲットに到達しておらず、重量エフェクタの制御影響力を使い果たした
場合は（例えば、バラスト水が最大値にある）（段階１３２５において「ＹＥＳ」）、潜
降速度が実質的にゼロに等しいか否かの判断を行うことができる（段階１３２７）。潜降
速度が実質的にゼロに等しく（段階１３２７において「ＹＥＳ」）、依然としてターゲッ
トに到達しておらず、かつ重量エフェクタを使い果たした場合は（段階１３２５において
「ＹＥＳ」）、エフェクタの制御影響力に速度又は深度を補償する余地が依然として存在
するように、重量エフェクタ、揚力エフェクタ、及び抗力エフェクタの一部分を若干増大
させた後に発生する速度又は深度にターゲット深度又はターゲット速度を設定し直すこと
ができる（段階１３２８）。更に、流体動力学的装置が、垂直水柱を探査して条件が電力
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生成に好ましいか否かを判断するために搭載ＡＤＣＰユニットを使用することができるよ
うに、休止処理１３００は、図１３に説明しているＡＤＣＰ問い合わせプロトコルを含む
ことができる。
【０１６４】
　特に、ターゲット深度が指定される場合は（段階１３０１）、深度誤差信号は、ターゲ
ット深度から実際深度を差し引いたものとして計算することができる（段階１３０２）。
ターゲット速度が指定される場合は（段階１３０１）、速度誤差信号は、計測速度からタ
ーゲット速度を差し引いたものとして計算することができる（段階１３０２）。誤差信号
がゼロよりも大きいと判断され（段階１３０２においてＥｒｒ＞０）、抗力エフェクタ（
開き抗力フラップ）が依然として完全に広がっていない場合は（段階１３２１において「
ＮＯ」）、ＴＨＯＲコントローラは、最初に抗力エフェクタ（例えば、開き抗力フラップ
）を高抗力条件まで広げ（段階１３２２）、それによって水中引き込み力の増大をもたら
して更なる潜降をもたらすことにより、恐らくはより深い深度に流体動力学的装置の深度
を調節することができる（段階１３２０）。
【０１６５】
　誤差信号がゼロよりも大きい条件に留まり（段階１３０２においてＥｒｒ＞０）、下向
き力（取付角）が依然として負の最大値にない場合は（段階１３２３において「ＮＯ」）
、揚力エフェクタを使用することができ（例えば、取付角をより大きい負の値に進めるこ
とができる）（段階１３２４）、それによって下向き力が増大し、更なる潜降がもたらさ
れる。
【０１６６】
　依然として誤差信号がゼロよりも大きい条件に留まり、重量が依然として最大値にない
場合は（段階１３２５において「ＮＯ」）、重量エフェクタを使用することができ（例え
ば、バラストタンク内のバラスト水を増加させることができる）（段階１３２６）、更な
る潜降がもたらされる。
【０１６７】
　潜降速度がほぼゼロであり（段階１３２７において「ＹＥＳ」）、誤差信号が依然とし
てゼロよりも大きい場合は（段階１３０２においてＥｒｒ＞０）、重量エフェクタ及び揚
力エフェクタに一部の制御の余地を確保するために、重量（バラスト水）を若干排出する
ことができ、下向き力を若干低減することができ、ターゲット深度又はターゲット速度を
現在の深度又は速度に設定し直すことができ、それによって誤差信号Ｅｒｒがゼロになる
（段階１３０２）。誤差信号がゼロになると（段階１３０２においてＥｒｒ＝０）、休止
処理１３００は、ゼロ誤差信号を保証すること（段階１３０２においてＥｒｒ＝０）によ
って現在の深度又は速度を維持することができる（段階１３０６）。休止処理１３００は
、例えば、ＴＨＯＲコントローラが別の指令を起動する時に終了させることができる（段
階１３０３）。
【０１６８】
　誤差信号Ｅｒｒがゼロよりも小さく（段階１３０２においてＥｒｒ＜０）、揚力（取付
角）が依然として正の最大値にない場合は（段階１３１１において「ＮＯ」））、ＴＨＯ
Ｒコントローラは、最初に揚力（例えば、取付角）をより大きい正の値に増大させる（段
階１３１２）ことによって流体動力学的装置の深度を恐らくはより浅い深度に調節するこ
とができる（段階１３１０）。
【０１６９】
　依然として誤差信号がゼロよりも小さく（段階１３０２においてＥｒｒ＜０）、重量（
バラスト水）が依然として最低値にない場合は（段階１３１３において「ＮＯ」）、重量
を低減することができ（例えば、バラストタンク内のバラスト水を低減することができる
）（段階１３１４）、更なる浮上がもたらされる。
【０１７０】
　誤差信号がゼロよりも小さく（段階１３０２においてＥｒｒ＜０）、抗力が依然として
最小抗力条件にない場合は（１３１５において「ＮＯ」）、抗力を徐々に低減することが
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できる（例えば、開き抗力フラップを徐々に閉じることができる）（段階１３１６）。
【０１７１】
　浮上速度がほぼゼロに達して（段階１３１７）、誤差信号が依然としてゼロよりも小さ
い場合は（段階１３０２においてＥｒｒ＜０）、重量エフェクタ及び揚力エフェクタに制
御影響力の一部の余地を確保するために、重量（バラスト水）を若干増加させ、下向き力
を若干増大させることができ、ターゲット深度又はターゲット速度を現在の深度又は速度
に設定し直すことができ（段階１３１８）、それによって誤差信号Ｅｒｒはゼロになる。
誤差信号がゼロになると（段階１３０２においてＥｒｒ＝０）、休止処理１３００は、ゼ
ロ誤差信号Ｅｒｒを保証することによって現在の深度又は速度を維持することができる（
段階１３０６）。休止処理１３００は、ＴＨＯＲコントローラが別の指令を起動する時に
終了させることができる（段階１３０３）。
【０１７２】
　図１４は、流速を判断するための音響ドップラー流速分布（ＡＤＣＰ）問い合わせ処理
（又はプロトコル）の例を示している。流体動力学的装置は、既存の自由流線海流の流れ
場の速度及びこの速度が発生する深度の情報を取得するために流体動力学的装置の上下の
垂直水柱内に可聴周波数の「ソナー音」を発することができる（段階１４０２）搭載上方
及び／又は下方探査ＡＤＣＰユニット１４１１を含むことができる。ＡＤＣＰ問い合わせ
処理１４００によって戻されるデータは、垂直水柱内のどこかに流体動力学的装置の定格
速度が存在するか否かを判断することを含む多くの用法を有することができ、又は本明細
書に提供する方法の適用を強化することができるが、依然として本明細書に提供する方法
の範囲又は精神から逸脱しないより高いレベルの予測及び／又は補正制御アルゴリズム又
は進み及び／又は遅れ制御アルゴリズムを使用することができる追加情報を含むことがで
きる。
【０１７３】
　一般的に、ＡＤＣＰ問い合わせ処理１４００は、いかなる時点においても起動すること
ができ、その時に実施条件にあるとすることができる実行中の処理を中断しないとするこ
とができる（段階１４０１）。ＡＤＣＰユニット１４１１は、既存の自由流線海流の流れ
場の速度及びこの速度が発生する深度の情報を取得するために、流体動力学的装置の上下
の垂直水柱内に可聴周波数の「ソナー音」を発することができる（段階１４０２）。定格
速度が水柱に存在するか否かの判断を行うことができる（段階１４０３）。定格速度が水
柱に存在するという判断が行われた場合は（段階１４０３において「ＹＥＳ」）、ＡＤＣ
Ｐユニット１４１１は、ＴＨＯＲコントローラ及び／又はＴＨＯＲ　ＨＱと再接続して（
段階１４０４）、速度値及び深度値を記憶し、及び／又はＴＨＯＲ　ＨＱに報告すること
ができる（段階１４０６）。水柱内に定格速度が存在しないという判断が行われた場合は
（段階１４０３において「ＮＯ」）、測定された速度値及び深度値が記憶され、及び／又
はＴＨＯＲ　ＨＱに報告される（段階１４０６）。
【０１７４】
　定格速度データ（段階１４０３）を含むＡＤＣＰ問い合わせからのデータは、ＴＨＯＲ
コントローラのメモリ（図示せず）に記憶することができ、ＴＨＯＲ　ＨＱに通信するこ
とができ、又はそれを使用して、ＴＨＯＲコントローラが休止処理を終了し、潜水処理を
開始し、かつその後に継続的な電力生成に向けて電力制御処理に入ることができる。
【０１７５】
　本発明の開示の態様により、内部に複数のコード区画（又はセグメント）が有形に収録
されたコンピュータプログラムを含むコンピュータ可読媒体を提供することができる。コ
ンピュータプログラムは、図２Ｃ、２Ｄ、６、７、８、９、１０、１１、１２、１３、及
び１４に示す処理３５０、３６０、６００、７００、８００、９００、１０００、１１０
０、１２００、１３００、及び１４００内の段階の各々に対するコード区画を含むことが
できる。例えば、流体動力学的装置１００又は基地局内の搭載コントローラ上で実行され
ると、コンピュータプログラムは、処理３５０、３６０、６００、７００、８００、９０
０、１０００、１１００、１２００、１３００、又は１４００内の段階の各々を実施させ
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ることができる。
【０１７６】
　単一の流体動力学的装置又はそのアレイの電力出力を最大化、調整、及び／又は制御す
る段階を含む様々な利点を得るために流体動力学的装置の作動を実施するコントローラを
使用することができる方法及びプロトコルを開示した。流体動力学的装置が配備される自
由流線海流の逆速度剪断挙動が与えられると、定格速度深度（定格速度が発生する深度）
及び定格電力深度（定格電力が得られる深度）という概念、並びに海流の流れ挙動に固有
のいずれかの深度において最も頻繁に発生する単一の速度である単一の極大点速度が存在
するという発見が導入された。更に、流体動力学的装置を単一の極大点速度に対応する定
格速度に適応させ、本発明の開示の深度変更処理（プロトコル）を有する電力制御処理（
プロトコル）を用い、可変重量エフェクタ、可変揚力エフェクタ、及び可変抗力エフェク
タを調整することによって流体動力学的装置に定格電力深度を絶えず追跡して再捕捉させ
ることができ、それによって長期にわたる定格電力生成がもたらされる。定格電力深度の
追跡及び再捕捉は、ターゲット発電機電力出力を設定すること、発電機電力出力を感知す
るための機構、及び発電機電力出力を感知するのに応じて、深度変更処理を有する電力制
御処理（又はプロトコル）を起動して流体動力学的装置をターゲット発電機電力出力に維
持することを含む。指定部分電力深度及び電力調整係数という付加的な概念は、単一の流
体動力学的装置又はそのアレイからの電力生成レベルの調整及び制御を可能にする。
【０１７７】
　重量エフェクタと揚力エフェクタと抗力エフェクタの間の制御影響力の滑らかな交換、
及び係合作動回転翼羽根ピッチ角又は係合解除非作動回転翼羽根ピッチ角それぞれを可能
にする回転翼（変換器）係合移行処理及び回転翼（変換器）係合解除移行処理を開示した
。これらの移行プロトコルは、一定深度又は一定速度に対応する可変深度において発生さ
せることができる垂直力差し引きゼロというターゲットを伴って発生させることができる
。更に、これらの移行プロトコルは、一定深度又は一定速度に対応する可変深度で発生さ
せることができる一定抗力というターゲットを伴って発生させることができる。
【０１７８】
　他の作動的利点をもたらす潜水、浮上、休止、及びＡＤＣＰを含む他の処理（又はプロ
トコル）を説明した。本明細書に提供した様々な方法は、本発明の開示の範囲又は精神か
ら逸脱することなく、流体動力学的装置の作動及びエネルギ出力を最大化、調整、及び制
御するための他の方法をもたらすように様々な程度で組み合わせることができる。誤差信
号をより迅速にゼロに追い込むために、本発明の開示の範囲又は精神から逸脱することな
く、提供した方法に予測／補正、進み／遅れ、及び／又は予測に基づく制御アルゴリズム
を含む他のより高レベルの技術を組み込むことができる。本発明の開示の好ましい実施形
態を特定の用語を用いて説明したが、そのような説明は単に例示目的のものであり、以下
に続く特許請求の範囲の精神又は範囲から逸脱することなく変形及び修正を加えることが
できることは理解されるものとする。
【０１７９】
　本発明の開示の様々な実施形態により、本明細書に説明した方法は、コンピュータ上で
実行されるソフトウエアプログラムとしての作動を意図したものである。同様に、以下に
限定されるものではないが、特定用途向け集積回路、プログラマブル論理アレイ、及び他
のハードウエア装置を含む専用ハードウエア実施は、本明細書に説明する方法を実施する
ように構成することができる。更に、以下に限定されるものではないが、分散処理又はコ
ンポーネント／オブジェクト分散処理、並列処理、又は仮想マシン処理を含む別のソフト
ウエア実施を本明細書に説明した方法を実施するように構成することができる。
【０１８０】
　本明細書は、実施形態において実施される構成要素及び機能を特定の規格及びプロトコ
ルを参照して説明したが、本発明の開示は、そのような規格及びプロトコルに限定されな
い。従って、同じ機能を有する代替規格及び代替プロトコルを均等物と見なす。
【０１８１】
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　本発明の開示は、例示的な実施形態に関して説明したが、当業者は、特許請求の範囲の
精神及び範囲に修正を加えて本発明の開示を実施することができることを認識するであろ
う。上記に提供したこれらの例は単に例示的であり、本発明の開示の全ての可能な設計、
実施形態、用途、又は修正の網羅的な列挙であることを意味するものではない。
【符号の説明】
【０１８２】
１　定格速度が発生する点
２　定格電力

【図１】 【図２Ａ】
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【図２Ｂ】 【図２Ｃ】

【図２Ｄ】 【図３Ａ】

【図３Ｂ】
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【図３Ｃ】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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